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はじめに                 
 

 

（１）検討の経過について 
 教育･生涯学習分科会では、以下の日程で討議を進め、その経過をまとめました。 

 

日程 概要 

平成18年 

8月29日（土） 

 
第１回全体会 

9月23日（土） 第1回 ・今後の分科会の進め方と市民会議提言書のイメージについ

て 

・分科会のテーマと取り組み課題の整理 

10月28日（土） 第2回 ・「第1回教育･生涯学習分科会での意見・提案の整理【た

たき台】」をもとに、意見・提案を追加しながら、検討を

深めるべきテーマ（具体的な小テーマ）を整理 

・整理した検討を深めるべきテーマに沿った、今後の分科会

における検討の進め方の整理 

11月25日（土） 第3回 ・「学校教育」についての市のプレゼンテーション（情報提

供） 

・小テーマの内容整理と今後深めていく点の確認 

12月17日（日） 第4回 ・「生涯学習・生涯スポーツ」「家庭・地域教育」「青少年

の健全育成」についての市のプレゼンテーション（情報提

供） 

・小テーマの内容整理と今後深めていく点の確認 

平成19年 

1月27日（土） 

第5回 ・第３回、第４回分科会で議論し切れなかった小テーマを議

論 

・第６回以降のグループ分けの方法について 

・中間報告の構成･内容について 

2月24日（土） 第6回 ・中間報告の「たたき台」の修正について 

3月17日（土） 第7回 同上 

4月14日（土） 第8回 ・中間報告の取りまとめ 

5月12日（土）  第２回全体会（中間報告会） 

5月26日（土） 第9回 ・最終提言までの検討の進め方について 

・最終提言（案）について 

6月23日（土） 第10回 ・最終提言（案）について 

7月21日（土） 第11回 ・最終提言（案）について 

8月25日（土） 第12回 ・最終提言（案）について 
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（２）テーマの設定について 
 教育･生涯学習分科会では、第６回分科会以降、教育･生涯学習施策に関して「学校教育」

「生涯学習」「家庭教育･地域教育･青少年の健全育成」という分野に分かれてグループをつ

くり、議論を進めてきました。今回の提言書も、このグループ分けに沿ってまとめていま

す。 

「学校教育」･･･浦安市の公立学校（小学校、中学校、幼稚園）における教育に関する提言

を行います。 

「生涯学習」･･･学校を出た人々をはじめ、浦安に住むすべての人のための学習活動とその

支援に関する提言を行います。 

「家庭教育･地域教育･青少年の健全育成」･･･家庭や地域における子どもたちの育成、青少

年の健全な育成に向けた提言を行います。 

 

 

（３）総合目標と、重点提言の位置づけについて 
 教育･生涯学習分科会では、総合目標として 

 

「浦安を『住みたい街』から『育てあう街』『学びあう街』に」 
 

を掲げます。そして、この総合目標に基づき、「学校教育」「生涯学習」「家庭教育･地域教

育･青少年健全育成」の各分野において、各施策の目標や、それを実現するための重点提言

の位置づけについて、以下の図のようにまとめました。 
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①学校教育 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

【学校に求められる教育内容】 

 

 

 

 

 

 

 

【信頼される教育環境】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【総合目標】 

浦安を「住みたい街」から 
「育てあう街」「学びあう街」に 

【学校教育施策の目標 Ⅰ】 

学力・体力の向上と豊かな情操教育

の実現 
 

【学校教育施策の目標 Ⅱ】 

信頼され、安心して子どもを委ねら

れる教育環境の実現 

１ 学力 
 自ら考え判断できる力を養う 

２ 体力 
 健全な精神を支える体力をつく

る 

３ 豊かな心 
 ともに助けあう心、社会生活の規

範意識、郷土を愛する心を育てる 

１ 学校 
○教育内容の改善・充実 

○事故のない安全・安心の教育環境づ

くり 

○教師の資質・指導力の向上 

○特色づくりと情報の開示 

○地域力の活用 

○より良い教育課程づくりと指導方法

や指導内容の充実 

○いじめ問題への取り組み    他 

２ 保護者 
○家庭教育の充実 

○いじめ問題への取り組み 

○学校運営への参画 

○地域教育活動への参画     他 

３ 地域 
○学校内外での教育活動 

○学校運営への参画 

○いじめ問題への取り組み    他 

４ 行政・教委 
○新しい教育制度づくり 

 （小中一貫校 適正配置 地域保護

者の学校運営参画方式の検討） 

○学校施設の充実 

○最適な教員配置と教員の研修の充実 

○いじめ問題への取り組み    他 
 

【重点提言】 

①学校選択制の拡大 

②小中一貫校の設立 

③学校運営への地域住民の主

体的参画 

【目指す学校教育像】 

 保護者、地域、学校、行政が対話で進める学校教育 

 市民が主体的に参画する、新しい発想による学校教育 
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②生涯学習 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【背景となる考え方】 
●社会環境の変化（少子

化、終身雇用の崩壊、2007

年問題など）に対応する 

●浦安市民は知的水準の

高さ、人的資源が豊富で

ある 

●あらゆる世代の「生涯学

習」の充実はよい社会づ

くりに不可欠である 

【生涯学習の意義】 
●生きがいづくり 

●地域のための人材育成 

●交流の場･コミュニテ

ィづくりの場 

●世代間交流（教えあい） 

●キャリア形成 

【総合目標（案）】 

浦安を「住みたい街」から 
「育てあう街」「学びあう街」に 

【生涯学習施策の目標】 

自分のため、 

地域のため、 

社会のために 

誰もが学ぶ街、学べる

街にする 

【求められる特質】 

●各世代のニーズに応じた生涯学習施策 

●行政による一体的な生涯学習施策の実行 

●生涯学習と学校教育との適切な連携 

●市、市民（地域）、企業、大学などの適切な役割分担･連携 

【重点提言】 

「市民大学（仮称）」の設立 
～新しいふるさと･浦安を創る市民大学～ 

○市民の生涯学習活動の中心拠点 

○地域社会に貢献する人材を育成する場 

○地域社会への参加を楽しみながら学べる場 
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③家庭教育･地域教育・青少年健全育成 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民からの公募で、地域をまとめ、学校・行政、家庭を結ぶことのできる人材を委嘱する 

 

【総合目標（案）】 

浦安を「住みたい街」から 
「育てあう街」「学びあう街」に 

【地域教育のあり方】 
・地域が家庭を支える仕

組みづくり 
・地域が青少年を育てる

仕組みづくり 

【家庭教育のあり方】 
・「親の育ち」を支

える環境づくり 

【青少年の健全育成のあ

り方】 
・活躍する場の提供 
・再チャレンジできる

環境づくり 

【家庭教育･地域教育･青少年健全育成の目標】 
家庭力－地域力の向上 
家庭－地域－行政（学校）との連携強化 

【重点提言】 

学校と地域、家庭との連携を図る 

「地域コーディネーター」の確立 
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１．学校教育 
 
 

１）重点提言 
 
 浦安の学校教育に関し、特に主張したい提言内容を｢重点提言｣として示します。 

 

（１）学校選択制の拡大 
 

行かせたい・行きたい学校を選択できる学校選択制の早期拡大により、公立学校に適度な競争原

理を導入することで活性化を図ることを提言します。ただし、学校選択制の拡大における課題点も

指摘されているので、課題への適切な対処を行った上での拡大を求めます。 

 

①提言の背景 
 現在の小規模校選択制では、市民が選べる学校が限られています。 

 学校選択制をより発展させて、市民が市内のどの学校も選べる権利を保障することが重要だと考

えます。 

 

②意義･目的 
 学校選択制は、保護者が行かせたい学校に子どもを行かせることができることにより、一人ひと

りの子どもの個性にあった教育をうけられ、いじめなど様々な問題から子どもを守ることもできま

す。 

 また、学校間の健全な競争を促し、学校の意識の向上が図られます。 

 

③内容 
 既往の学校選択制（選択できる学校が限定されている）をより発展させ、全ての学校から選択で

きる制度が望ましいと考えます。また、事情に応じて、一定の募集枠を設ける方法もよいと思いま

す。 

 学校選択にあたっては、次のような事項が必要だと考えます。 

  ○情報の開示（学校見学の機会の拡充、ＨＰの充実、教育研究センターでの情報の充実） 

  ○相談できる場の確保・充実（教育研究センターの活動内容の充実） 

  ○通学手段としてのスクールバスの運行 など 

 

④実現に向けた方策 
 学校教育分野は専門性の高い分野であるため、実現に向けては、行政、学校関係者、保護者など

で準備委員会を設けて、事例を検証しながら、検討していく必要があります。 
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（２）小中一貫校の設立 
 

小学校と中学校の教育を一体化し、９年間という長い期間で子どもを育てる｢小中一貫校｣の設立

を提言します。 

 

①提言の背景 
 小学校と中学校が分断されている現行制度では、子どもたちは、中学校進学にあたって、学習や

生活面で不安や戸惑いを感じる場合があります。 

 小中一貫校の設立により、学習・生活の連続性を保って、子どもの個性と能力を伸ばしたいと考

えます。 

 

②意義･目的 
 小中一貫校の設立により次のような効果が期待できます。 

 ①９年間の長いスパンの中で子どもの資質・能力を伸ばす 

 ②小・中学校で学習すべき内容を年齢層に応じて効率的に再編し学習効果を上げる 

 ③現行制度における小・中学校分断により発生する生徒にかかる負担を解消する 

 ④小・中学生の同居により学内・学外、年齢を超えての交流機会が増加する 

 ⑤小・中学校教員の交流・互換性を高め、教員の資質向上を図る 

 ⑥学校規模が適正に維持される 

 

③内容 
 新しい制度の学校をつくる。例えば、今の６・３制を見直し、９年間の連続した学びとしての小

中一貫校の検討を進めます。 

 実現に向けては、例えば、小規模校が集まっている地区の小学校・中学校を統廃合して小中一貫

校とする。統廃合する学校の敷地を有効に利用するために、校舎と運動場、プール、体育館（講堂）

を別の敷地とする。運動場は芝生とし400ｍトラックのフィールドを作る。プールは50ｍ、講堂は

講演やコンサートも利用可能な多目的なものとする。 などといったことが考えられます。 

 

④実現に向けた方策 
 実現に向けては、専門性の高い分野であるため、行政、学校関係者、保護者などで実現のための

準備委員会を設けて、事例を検証しながら、検討していく必要があります。 
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（３）学校運営への地域住民の主体的参画 
 

浦安市の公立学校に、地域住民が学校の運営に主体的にかかわっていくことを提言します。 

 

①提言の背景 
 学校と地域が協力して子どもの育成を図る取組みとして、現在のＰＴＡや学校評議員制度を活か

しながらも、これからは地域住民が地域の子どもの教育について責任の一翼を担い、学校教育によ

り積極的に参加･貢献していくことが必要です。地域力を学校教育に活かすことで、教育内容に幅

と奥行きを持たせることができます。 

 

②意義･目的 
 地域住民が学校運営に主体的に参加することによって、保護者や地域の学校教育に関するニーズ

が活かされ、地域に支えられる学校づくりができます。 

 また、地域住民の参加によって、様々な目が子どもに向けられ、教師が教育に専念でき、子ども

が安心して育つ地域づくりができます。 

 

③内容 
 まずは、学校教育に関して関心のある地域住民が集い組織化し行動する機会をつくり、できると

ころから行動していきます。 

 保護者、地域、学校、行政が連携し、情報を収集・共有・学習しながら、現在直面している問題

の状況を理解し、その問題に関する解決方法を検討し、協力しあいながら行動することで抱えてい

る問題を解決します。 

 実現に向けた方策については、学校評議員制度の充実などが考えられます。 

 

④実現に向けた方策 
 実現に向けては、保護者、地域、学校、行政などで実現のための準備委員会を設け、現行の学校

評議員制度の改善・充実をはかりながら事例を検証し、検討していく必要があります。 
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２）一般提言（分野別の提言） 

（１）学校制度、学校規模･配置について 
 

【目標、将来像】 

①市内の全ての地域において、児童・生徒の成長に寄与する教育現場にふさわしい規模をもった

学校が整備されている 

②学校選択制により、各生徒の条件にあった学校を自由に選択できるようになっている 

③学校制度のより良い形態をめざし、市立の小中一貫校が設立されている 

 

【現状と課題について】 

これまでの枠組みにとらわれない多様な学校のあり方を求める意見、そしてそれらの学校を自由

に選択できるようにすべきであるとの意見が寄せられました。 

また、地域によって学校の規模にばらつきがある、私立小中学校に通う教育費が家計に負担にな

るとの指摘もありました。 

 

＜出された意見＞ 

●地域によって学校規模にばらつきがある 

・小規模校が多い地区がある 

・規模の違いの解消が課題である 

・１学年１クラスはおかしい。クラス替えがない。効率も悪く、税金無駄遣い 

・浦安は15分歩けば小学校が３つある。近すぎる。このために小規模校が多いのではないか 

 

●学校を選択可能にする 

・学校や教員を選べるようにしたい 

・学校選択をするのは「市民」なので、小規模校のみというような規制を設けずどの学校へも自由

に選択できるようにしてほしい 

・小規模学校選択制が導入されたが、通学時間が長くなるため、安全確保などに問題がある。また、

これまでの通学区域･自分のまちの学校というイメージが崩れていく 

・現在の学校選択は入学時のみと限定されているが、入学時だけではなく、途中でも自由に（転居

しなくても）転校ができるようにしてほしい 

・選択のために必要なホームページなどの情報提供･運営管理体制が学校により差がある 

 

●多様な学校のあり方を検討する 

・小学校・中学校が６･３制でいいのか。小中一貫校も含めて検討が必要なのではないか 

・小学校５･６年生の成長の速さを考えると、この段階で上の学校に進ませることで学力･体力が伸

びることもあるのではないか 

・６･３制は制度的に無理があるように思う 

・中学１年生になると不登校が増える傾向にある。これを解消できる仕組みがあるのではないか 

 

●私立小中学校にかかる教育費の家計負担 

・市外の私立学校（特に中高）へ通学する比率が高いが、これは市内の公立学校が十分な教育体制

を整えていないという消極的な理由によると思われる 

・私立学校通学による家計負担は大きく、義務教育については特段の配慮が必要である 
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【取り組みの基本的方向】 

 

①公立学校の配置の見直し 

《提言内容》 

公立学校の配置を見直し、適切な学校規模になることが必要です。 

 
＜出された意見＞ 

・小規模校は統合して、跡地を別の施設に活用すべき 
・統合し、各校で教育機能を分担するとよい 

・勉強、遊び、友達づくりなどの刺激を得ながら、個性を発揮できるように、１学年数クラスは必

要 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 ●行政の指導への理解 

行政の役割 
●住民への事前の説明・情報提供 

●学校・学級の適正規模の実現 

協働での取り組み ●配置の見直しについての意見交換 

 

 

②行かせたい・行きたい学校を選択できる仕組みづくり 

《提言内容》 

市民が行かせたい・行きたい学校を選択できる自由を保障し、公立学校に適度な競争原理を導入

することで活性化を図ることが望ましいと考えます。ただし、学校選択制の拡大における課題点も

指摘されているので、課題への適切な対処をした上での拡大を求めます。 

 

＜出された意見＞ 

○市民が行きたい学校を選択できる自由を保障する 

・子どもや保護者が様々な情報をもとに学校を選択できればいいと思う 

・公立学校にも競争の原理を導入することが必要である 

・小中学校を選択することができる「権利」はあってもいいと思う 

○選択制には課題があることに留意する 

・小学生の時は、学校を中心とした地域のコミュニティ・相互理解が必要なので地元の学校に通う

べきだと思う 

・結果として学校間格差が生じると思う。その問題をどうするか検討する必要がある 

・中学生になると子どものやりたいことなども見えてくるので、中学校で特色づくりをして中学校

でのみ学校選択を実施するのはどうか 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 ●学校選択制に対する正しい理解と有効活用 

行政の役割 

●学校選択の際の相談窓口づくり 

・学校選択の際に、親や子どもが相談できるような窓口を設ける 

●選択の際の情報提供を行う 

・提供すべき資料･情報の内容や提供方法に検討が必要 

・各学校がアピールする場を設ける 

協働での取り組み ●保護者が参加した情報開示 
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③従来の仕組みにとらわれない、新しい公立学校をつくる 

《提言内容》 

浦安の子どもにとってより良い教育環境を整備するため、小中一貫校など、従来の仕組みにとら

われない、新しいタイプの公立学校を設立することを提案します。 

学校の適正配置や選択制を進める中で、新しい公立学校についてのアイデアの妥当性を検討し、

浦安にふさわしい学校を実現していくべきです。 

 

＜出された意見＞ 

・４･３･２制など新しい制度の学校をつくるべき 

・私立学校に対抗した、新しい学校をつくるべき 

・小学校と中学校が適切に連携すれば現状でもよい 

・現在でも小中連携で９年間の学びの連続を考えている 

・制度は見直さないでも小･中の垣根を取って連携すれば出来ることは多い 

・（私立の一貫校と同様の取組みが可能になり）教育の機会均等にもなる 

・小中学校の合築した小学校とそうでない小学校とでは、小中連携のあり方が異なってくる 

・学校の適正配置や選択制を進めるにあたって考えられる、従来の仕組みにとらわれない新しい公

立学校についてのアイデアを検討していく 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 ●新しい公立学校の仕組みの提案 

行政の役割 

●学校独自の特色づくり 

●小中一貫校の設立 

●ネットワーク型学校の検討 

・３校を統合し、学区を広げ、元３校の教育機能を分担（主な授

業は元Ａ校で、スポーツは元Ｂ校でなど）し、新しい特色ある

学校とすればどうか 

●６･３制の再検討 

・「構造改革特区」を導入し、品川区のように、４･３･２制にする 

・小中連携の充実 

・小中連携の実践を進めて、他の小中学校に広める 

・行事を合同に実施し、子どもたちの垣根を取り除く 

・優れた分野を持つ小学生が中学生と一緒に鍛錬する場をつくる 
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（２）魅力ある学校づくり 
 

【目標、将来像】 

①公立学校に求められる教育内容は基礎学力・体力の向上と健全な精神の育成にあることが認識

され、保護者、地域、学校、行政が協力して特色ある学校づくりが進められている 

②公立学校の運営状況について、外部からの評価が実施され、常に活力ある教育現場が維持され

ている 

③教科指導以外の事務が過度な負担にならないよう行政・地域レベルでの協力が実施されている 

④市立小中学校に対する信頼度が高まり、市立小中学校へ通学する児童・生徒が増えている 

 

【現状と課題について】 

私立の小中学校に通い公立学校が選ばれないことを危惧する意見が多く出されました。ただ、そ

れが公立学校に魅力がないことには直接つながらず、現在の活動を適切にＰＲしていくことも重要

との指摘がありました。 

また、教員の資質の向上と同時に教員の負担の軽減を求め、教員が適切な環境の下で質の高い教

育活動を実施することへの期待が出されました。 

その他、学校施設についての指摘がなされました。 

 

＜出された意見＞ 

●私立学校･市外の学校に進学する子どもが多い 

・中町で相当私立校に流れる。これを食い止めるのが課題である 

・子どもが私立学校、市外の学校に進学してしまう。これは浦安市立の学校教育が十分でないため

ではないか 

・公立中に行かせたが、勉学より部活を重視する学校でがっかり 

・市立学校に通わせた実感として、満足している 

●公立学校としての特色･魅力づくりとそのＰＲが必要である 

・私立小学校に通わせるのは、向上心のある家庭が多いのでは。公立も魅力づくりをすべき 

・少子化の中、私立は生き残りを賭けて必死にアピールし、情報も充実。それに対して公立は積極

的にＰＲしていない。公立への興味が薄れるのは当然である 

・公立学校でも情報公開、ＰＲが必要である 

●教員の資質に問題がある 

・教員が社会常識を知らない、教え方がうまくない、子どもに注意できない、子どもから暴力を受

ける などがあるとも耳にする 

・実際には子どもとの相性の問題もある。教員の評価基準があいまいではないか 

・教員研修の成果を検証する仕組みがない 

・学校司書の質が低い 

●教員への負担が大きい 

・教員と保護者とのバランスが崩れている 

・学校運営のための職員（事務職員、用務員等）が少ないため、教員の雑用が多い 

・部活担当教員の待遇がよくない。教員のサービス精神に頼るだけでは無理がある 

●学校施設について 

・最近の新設校は建物が将来の転用を重視しすぎと思う。子どもが学校でどう生活していて何が必

要なのかの視点が欠けている 

・地域に開放できる構造になっている小学校があり、良いと思う 

・浦安は学校施設を使って行われる行事が多く、結果、施設の取り合いになってしまう 

●学校給食費の滞納問題 

・給食費を滞納する人がいる。義務教育には給食費も含まれるという考え方からのようだ 
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【取り組みの基本的方向】 

 

①基礎学力の習得を前提として、特色ある学校づくりをより一層進める 

《提言内容》 

公立学校には、様々な経済環境、家庭環境の子どもたちが通ってくるため、より社会性を身に着

けられるという良さがあり、この特質を生かすことで、より多くの子どもたちが私立よりも浦安市

立の学校（小中学校）を選択できるよう、教育環境づくりを進めるべきだと考えます。 

各学校は、それぞれの特色を活かし、魅力ある学校づくりを進めるべきだと考えます。これによ

り、学校どうしの健全な競争が生じ、学校が成長していくと考えるからです。ただし、前提として、

基礎学力の習得等、教育の根本的な部分は揺らがぬものあることが必要です。 

 

＜出された意見＞ 

・私立でなく、市内の学校で充実した教育環境を確保したい 

・公立校は私立のまねをすべきでない。経済環境･家庭環境の様々な子がいる中でもまれて成長で

きるのが最大の魅力 

・学校の特色を活かし、魅力ある学校づくりを進めるべき 

・特色づくりにより学校が成長し、競争力を持つ 

・特色づくりにより学校間格差が大きくならないか。市内全学校のレベルアップが前提 

・公立小中学校の場合、「特色づくり」から始める必要はない 

・教員の異動により変わってしまう。学校別に固定を 

・私立学校等へアウトソーシングする 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 ●学校ボランティアとして教育に参画 

行政の役割 

●運動施設の充実 

●教材としてのＩＴ利用促進 

●社会人講師制度の活用 

・地域や団体などから講師を呼ぶなど実際に役立つ教育をする 

●特色ある学校づくりのための具体的方策の検討 

・音楽･芸術･体育に特色を持たせる 

・帰国子女・障がいを持つ子どもに対応できるなどの得意分野を

もつ 

協働での取り組み 
●学校運営への助言 

●学校ボランティア及び社会人講師の活用 

 

 

②教員の資質のさらなる向上を図る 

《提言内容》 

教員の資質の、更なる向上を図るべきだと考えます。研修の充実のほか、教員を適切に評価する

仕組みづくりが求められます。 

同時に、教員の事務的な負担を見直し、本来の教科指導に専念できるような方策も必要です。 

 

＜出された意見＞ 

・どの学校でも教員の質が保証されるよう全体のレベルアップを図る 

・教員研修に社会経験をつませる、企業経営を学ぶなどを取り入れる 
・教員として適格なのかを各教員について確認すべきである 

・本採用の教員の質が重要 

・補助教員の量･質があっても意味がない 

・多様性を考慮し、各学校に合う「よい教員」を集められるようにする 

・学校司書については、子どもと本とのかかわりを重視すべきである 
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・教員の教育以外の事務的な負担を軽減する方策を検討すべきである 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 ●学校への理解・支援 

行政の役割 

●学校チェック機能の組織化 

●教員研修の充実等、教員の資質向上に向けた取組みの推進 

・新卒の教員が現場に出る前の研修を短期間でも実施する 
・各教員を適切に評価する方法を検討する 
・教員のカウンセリングも必要 
・教職員の服装をきちんとさせる。常識的な服装に 
●新たな教員の採用、幅広い人材の教育現場への登用 

・豊かな社会経験を持つ教員を採用する 
・いい教員を市が雇って学校に送り込む 
・教職免許のない人でも、様々な経験を持つ人に教壇に立っても

らう 
●指導方法の共有化等による指導技術の向上 

・教育内容、教材資料をデジタルデータでストックし、学校間で

貸し出し･使い回しが出来るようにする 

●教育研究センターの整備・充実 

 

 

③学校の施設整備の進め方 

《提言内容》 

学校の施設整備に当たっては、現場の教員の声をより反映させた施設づくりをすべきだと考えま

す。また、地域での施設の活用が可能になるようなハード、ソフト両面の整備が必要です。 

 

＜出された意見＞ 

・将来の転用より、現場の教員の声を反映させた施設づくりをすべき 

・施設を地域でも活用できるようにすべき 

 

《具体的取り組みの提案》 

行政の役割 

●学校施設の整備 

・校庭・園庭の芝生化をさらに進める 
・バックヤードを広くして教材を広く置く。学年ごとで使えるス

ペースを置く 
・地域開放スペースを設ける 
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（３）開かれた学校づくり 
 

【目標、将来像】 

①市民に開かれた学校として、学校は情報を自ら公表し、市民の知りたいことに応えていく組織

になっている 

②学校も社会の一員として地域や時代の要請に応えていく義務があり、そのための努力が十分な

されている 

③学校と地域の交流を通して、学校の社会参加、地域活動の教育参加が実現し、児童・生徒に生

活実感や公共心を伴った教育が実施されている 

 

【現状と課題について】 

子どもの公共心や社会性を育むため、また学校運営が健全に行われるためには、学校-家庭-地域

の適切な連携が不可欠と考えられます。一方、学校は地域の財産として、地域の人々にも活用され

るべきだと考えます。これらの実現のため、学校は地域に、よりいっそう開かれた存在であるべき

です。「開かれた学校づくり」に向けた課題としては、学校情報の公開の必要性、学校評議委員会

の問題点の解決、学校施設開放（安全性の確保も不可欠）などが挙げられました。 

 

＜出された意見＞ 

●学校情報の公開 

・私立校人気の背景には公立校への偏見があるのでは。もっとうまくＰＲすべきである 

・学校の校風、行事、進学実績などを保護者だけでなく地域にも公開してほしい 

・ホームページによる情報公開、ホームページの運営管理体制が学校により差がある 

●学校評議委員会について 

・学校評議員会は機能していないと思う。校長との茶飲み話のみ 

●学校教育における社会参加 

・教員が地域活動に参加しにくい状況にある 

・せっかく地域（老人会への参加など）との連携が取れても、教員が異動してしまう 

●学校施設開放 

・校庭･体育館はある程度開放されているが、空き教室等は開放されていない 

●学校の開放に伴う安全性の確保 

・学校開放にあたり、セキュリティを確保すべきである 

・防犯対策には過敏になっていると思う。子どもに自分の身を守らせるには限界がある 

・防犯対策はハード面に予算を取りすぎると思う 

 

【取り組みの基本的方向】 

 

①学校からの情報発信の充実 

《提言内容》 

学校が地域に開かれた存在となり、地域との協力で学校教育を盛り立てていくためには、学校で

どのようなことが行われているかの情報が、十分に公開されるべきだと考えます。また、一般提言

（１）②で提案した「行かせたい・行きたい学校を選択できる仕組みづくり」の実現のためにも、

学校情報の発信を、これまで以上に充実すべきです。 

 

＜出された意見＞ 

・学校からもっと情報発信をして、地域に開かれた存在となるべきである 

・市民が知りたいことをきちんと公表する仕組みが必要である 

・学校選択のためにも情報は公平に公開すべきである 
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《具体的取り組みの提案》 

行政の役割 
●学校の情報公開の推進 

・すべての学校においてホームページ等による充実した学校情報

の公開を行う 

 

 

②学校･教職員の評価制度の導入 

《提言内容》 

市民が満足できるような公立学校教育の質を確保するため、学校および教職員が公正に評価され

る制度を導入すべきだと考えます。 

 

＜出された意見＞ 

・どの公立学校にいっても満足できるような質を保証するための材料として、学校の評価が必要 

 

《具体的取り組みの提案》 

行政の役割 
●地域・学校間の協議機関を創設する 

●学校評価制度の創設あるいは既存機能の充実 

協働での取り組み 
●学校評価制度の組成 

●学校･教職員の評価制度の導入 

・ＮＰＯなど、複数の第三者機関による評価 

 

 

③地域住民の学校教育への参加（地域力を生かした教育の推進） 

《提言内容》 

学校と地域が協力して子どもの育成を図る取組みとして、地域住民が学校教育に参加･貢献して

いくことが必要です。地域力を学校教育に活かすことで、教育内容に幅と奥行きが出るでしょう。

核家族化の進む現在、子どもと高齢者との世代間交流の促進にもつながります。これらの推進に当

たっては、学校評議員制度を活用していくことが求められます。 

 

＜出された意見＞ 

・学校で生涯学習活動を行い、それを学校教育にも生かしたい 

・地域の人が入りやすい環境づくりが必要である 

・ノウハウのある団塊世代、高齢者など地域の人の活用 

・授業の中での子どもと高齢者との交流の促進 

・学校評議員制度をより活用すべきである 

・学校運営協議会制度の導入も検討してはどうか 

・教員だけでなく、保護者、子どもの三者一体で学校のあり方を話し合うことが大切 

・保護者が関わり、学校に任せすぎないことが重要。教員の異動があっても、学校でよかったこと

を保護者が伝えていけば、よい教育活動の継続につながる 

・時には自分の子どものことで学校に文句を言いに行くことも必要。ある意味「モンスターペアレ

ント」は大事 

・行政、教員への苦情でなく、親がすべきことを学校からもきちんと伝えるべき 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 ●地域の個人・団体による学習内容と学校環境整備への参加 

協働での取り組み 

●地域・学校間の交流をすすめる 

●地域の力を生かした教育の実施 

・地域住民による道徳教育（有識者による経験談など） 

・地元のものを食べる食育 

・昔の浦安体験による地域教育の推進 
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●学校評議員制度の充実 

・学校評議員会の議事録を公開すべきである 

・学校評議員を公募制にする 

 

 

④学校教育における社会参加 

《提言内容》 

学校教育に、社会に貢献できる活動を取り入れることにより、子どもの公共心をはぐくみ、社会

性を身につけさせられると考えます。また、学校教員が地域活動に参加する、といった学校-地域

の協力体制も必要です。 

 

＜出された意見＞ 

・子どもたちの社会参加への取組みを進める。公共心を目覚めさせる 

・教員が地域に協力できる環境づくりを 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 ●公共心の育成に協力 

行政の役割 
●学校による社会参加のあり方 

・教員の配置年数を長くすることで地域との結び付きを深める 

・市独自予算により、長く在籍できる教員を採用 

 

 

⑤学校施設開放の推進 

《提言内容》 

学校にある余裕教室を、地域活動や生涯学習活動に積極的に開放していくことを求めます。地域

の様々な人が出入りするようになることで、より学校が地域に溶け込んだ存在となることができる

でしょう。 

また、施設開放が学校にとって負担となることのないよう、利用に当たっての管理も地域住民が

行っていくことが必要です。 

学校開放の実現によって多くの人が学校に出入りするようになったとき、当然、児童･生徒の安

全確保が欠かせません。不審者の出入り等がないよう、地域の人々による監視を行うなどの措置を

講じる必要があります。 

 

＜出された意見＞ 

・空き教室等を生涯学習に活用したい。学校が地域の目に触れることで、学校にもよい影響が出る

のでは 

・すべての暴力から子どもを守る団体のプログラムをすべての子どもに受けさせる 

・学校の構造に関わらず施設開放をしてほしい 

・利用に当たってのルール･マナーを守らせるなど、管理も地域で行う 

・ソフト面での充実を図るべきである 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 ●登下校時の安全確保 

行政の役割 

●学校施設開放のあり方の検討 

・公民館事業の実施場所を小学校の余裕教室まで含める 

●学校の安全確保のための具体的提案 

・校庭等の終日開放と地域ボランティアによる安全確保 
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（４）教育内容･学力向上 
 

【目標、将来像】 

①基礎学力、基礎体力、情操教育を中心にした教育内容が実施されている 

②全ての教科の基礎である国語力・読書力のアップが図られ、読解力、理解力、表現力、コミュ

ニケーション力が向上している。 

③道徳・しつけ・公共心・郷土愛といった情操教育に力が注がれ、自分と他人をともに大切にす

ることができる児童・生徒が育てられている。 

④将来の自分を設計できる様々な職業に関する情報を提供する教育が実施されている 

⑤いじめ問題について、学校・行政・保護者・地域が相互に協力し、積極的に問題解決に取組ん

でいる 

 

【現状と課題について】 

学力低下が全国的に指摘されています。市民会議においても、学力の地域間格差や、学力低下を

きっかけとした中学生の「ドロップアウト」現象の指摘がされました。また、学力の基礎である国

語力の低下が特に問題であるとの認識で一致しました。 

一方、体育活動の不足、コミュニケーション力の不足や公共心の希薄化から心の教育の必要性、

ニート問題の深刻化を受け早い段階からのキャリア教育の必要性などが指摘されました。 

また、浦安は他地域から移り住む人々が多いため、子どもたちにふるさととしての浦安を体験さ

せるなど、体験学習の充実を求める声も寄せられました。 

特別支援教育については、心身障がい児補助教員の配置により障がい児が普通学級の中で学べる

現状を評価する一方で、将来特別支援学校に入ったときのギャップの指摘もなされました。 

このほか、学力向上に向けた学校での指導体制の充実、保護者との連携、市内県立高校のさらな

る充実などが指摘されました。 

 

＜出された意見＞ 

●学力低下について 

・国語力が低下している 

・学校教育は知識偏重となりがちだが人格向上を図るべきである 

・ゆとり教育の結果、受験に向けた準備ができていない 

・公立学校間で学力格差が広がっている 

●体験学習等について 

・課外授業が軽視されている。浦安ならではの総合的な教育が必要 

・小学校の修学旅行、１泊では少ない 

・以前、５･６年生で三番瀬を学ぶ取り組みを行っている学校があったが、校長が変わったとたん

普通に。蓄積が継承されない 

・中学の部活動で、運動部はあるが文化部は少ない 

・食育という意味で学校給食に関心がある 

●体育活動 

・水泳履修時間が大変少ない。５～６回しかない 

●中学生のドロップアウトについて⇒「青少年の健全育成」参照 

・中学生になると、学習面でドロップアウトしている割合が高くなる。これには地域格差がある。

基本的な学力が身についていることは青少年対策を議論する前提となる 

●道徳教育など心の教育について 

・道徳教育が軽視されている（人から学ぼうとしない、あいさつをしないなど） 

・コミュニケーション力（発表、自己主張する力）が足りないと感じる。いじめ問題の要因のひと

つとして考えられる 

・荒んだ心は小学校のときから芽がある。地域差もある 

・親も時間がなく、道徳教育は家庭ではしづらい 

・ふるさととしての浦安を体験させるべきである 

・浦安がどんなまちなのかを子どものうちに体験させたい 
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・社会全般に公共意識が薄れている 

・小学生による校内暴力増加の報道に不安を感じる 

●キャリア教育について 

・キャリア教育の遅れにより、ニート問題などが発生している 

●特別支援教育について 

・特別支援学級が全学校にはないので、兄弟を別々の学校に通わせる場合もある 

・障がい児に対しほとんどの場合介助の教員（心身障がい児補助教員）がつくのはよい。健常児と

できるだけ一緒に教育を受け、地域に根ざし溶け込むような取組みとして評価できる 

・補助教員の人員が不足し、配置が追いつかない状況 

・教員に対し勉強を個人的に見てほしいと頼まれるなど、負担が過大になっている 

・親は障がい児を特別支援学級に入れたがらないが、将来、特別支援学校に入った場合に基本的な

ことが身についておらず困ることがある 

・障がい児が普通学級に入った場合、授業に集中できないという声もある 

●学校での指導体制について 

・少人数推進教員数（各小中学校に平均３名）が不十分では。目の届く範囲が限られ、できない子

は遅れたままとなる 

・読み聞かせのボランティアなどのマンパワーが足りない 

・現在のクラス制では出来る子を伸ばせない、出来ない子は置いていくという悪循環になる 

・芸術･文化分野の専科教員（図工･音楽など）が少ない 

・学年内の横（クラス間）の交流が弱く、自分のクラスしか見ない教員が多い 

●保護者との連携 

・あいさつをしないなど社会性の欠如、いじめ問題など、すべてを学校のせいにする傾向がある 

●浦安の高校について 

・浦安市の高校生の87％が市外の学校に進学してしまう。なんとかすべき 

・浦安にある高校はさらなるレベルアップを図る必要がある 

●いじめについて 

・いじめが起こっているのは間違いない。今まで発見されなかったものが多く発見されるようにな

ってきているようだ 

 

【取組みの基本的方向】 

 

①学力向上に向けた取り組み 

《提言内容》 

学力向上に向けた取組みとしては、まずすべての基礎である国語力のアップを図るべきです。ま

た、これからの社会において各人に求められる基本能力として挙げられる、英語、ＩＴ、コミュニ

ケーション能力、および問題解決能力を育てる取組みを進めるべきだと考えます。 

学力低下の問題は、高学年で深刻化する傾向にあるため、早い段階に真摯に取り組む必要がある

と考えています。 

 

＜出された意見＞ 

・学問と人格の向上のためにすべての基礎である国語力のアップを図る 

・市を挙げて読書のまちにし、きちんと文章が書け、話すことが出来る子どもたちを育てる 

・授業開始前に15分間の読書時間を設定する 

・全校で読書感想文発表会を実施したうえ、各最優秀者を集めた市主催の発表会を実施する 

・小中学生による創作童話賞を創設する（例、浦安文学賞） 

・読み聞かせに力を入れてほしい。読み聞かせする親側も育ち、成長することもある 

・英語、ＩＴ、コミュニケーション能力、問題解決能力がこれからの基本能力として求められる 

・小学校から学力低下に対する取り組みを、市として行うべきである 

・幼児期からの教育を充実させるべき 

・ディスカッションスタイルの授業を推進すべきである 

・公設民営でもよいから、学力の格差をなくすようにする 

・修学旅行を５～６泊にする（例、江戸川区） 
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・体験学習（自然体験、職業体験）の場の設置 

・４･３･２制にして、最後の２年で体験学習を重点的に行う 

・５年生は全員、釣り船に乗ってハゼ釣りをさせる。転居する子でも浦安の思い出が心に残る体験

をさせたい 

・地元のものを食べる食育を推進する 

・体育活動として、夏休み水泳授業の充実、数校合同運動会の開催、地域のスポーツ団体を活用し

た体育授業を行う 

・中学生以上のドロップアウトを防ぐためには、土休日、夏冬休み等に空き教室を利用し復習の場

を開くなど学習面での手立てが必要。学校とボランティアが連携するなど方法は今後の検討課題

である（⇒「青少年の健全育成」参照） 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 
●講話・体験学習・体育授業などへの協力 

●ボランティア教育に際しての協力 

●家庭での読書意欲の向上 

行政の役割 

 
 

●国語教育の充実 

・読書と作文の奨励 

・市主催の発表会の開催 

●体験学習の充実 

●体育活動の充実 

協働での取り組み 
●体験学習の組成・実施 

・戦争体験者や企業や成功者や外国人などを招いて話を聞く 

 

 

②「心の教育」の充実 

《提言内容》 

社会的規範、公共心、郷土愛などを身につけさせる「心の教育」の充実を図るべきだと考えます。 

 

＜出された意見＞ 

・社会的規範を教えるという点で道徳の時間が必要 

・子ども以前に親を教育すべきでは 

・社会性を身につけるためのカリキュラムが必要 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 ●家庭や地域で健全育成に関心を持つ 

行政の役割 
●郷土に関する副読本の作成と活用 

●ボランティア活動を組み込んだ総合学習等のカリキュラムのよ

り一層の充実 

協働での取り組み ●心の教育 

 

 

③キャリア教育の充実 

 

《提言内容》 

これからの子どもたちが、自らの夢を実現する職業を自らの力で選び取れるよう、キャリア教育

の充実を図るべきだと考えます。 
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＜出された意見＞ 

・個人の自主性を育て、自分の夢に向かって具体的な努力が出来るためのサポートを行う 

・夢を描くためのきっかけとして、なるべく様々な領域で様々な体験が得られる場を出来る限り提

供する 

・小中各レベルにあわせて、職業に関する様々な情報を提供する場を設ける 

・浦安の才能のある子どもやグループを対象に、身に付けたい特殊技能を身に付けることを支援す

るような奨学金制度（支給方式）は考えられないか 

 

《具体的取り組みの提案》 

協働での取り組み 
●キャリア教育 

・社会科の内容と関連付け、職業体験等を丁寧に企画する 

・キャリア教育のプログラムを体系化する 

 

 

④特別支援教育 

《提言内容》 

普通学級で障がい児が地域の子どもたちと一緒の教育を受けられる環境づくりをいっそう進め

る一方、特別支援学級の充実により、障がいの状況に応じた教育が受けられる体制づくりを進める

必要があります。 

 

＜出された意見＞ 

・障がい児が地域の子どもたちと一緒の教育を受け、育つ環境づくりが必要である 

・特別支援学級の充実も必要。状況に応じ、障がい児にあった教育を受ける権利がある 

 

《具体的取り組みの提案》 

行政の役割 

・普通学級の障がい児も必要に応じて受け入れられるように、障

がい児のためのクラス（特別支援学級）をすべての市立の小中

学校におく 

・就学の段階での保護者とのコミュニケーションの確立 

・特別支援教育体制の充実を図る 

 

 

⑤指導体制の充実 

《提言内容》 

一人ひとりの学力に応じた、きめ細かな指導体制の確立が必要です。しかし、安易な少人数指導

の実施や早期の習熟度別指導の導入には疑問の声も上がっており、さらに検討が必要です。 

また、小学校での専科教員の配置などについても提案されています。 

 

＜出された意見＞ 

・一人一人の学力に応じた指導体制（習熟度別教育）確立 

・小学校低学年は、生活指導のためクラス制とし、一定の学年以降は、学力向上のため教科ごとの

教員を配置する 

・現在のクラス制を廃止し、教科別･習熟度別に教科指導を行う。いろいろな人間関係が生まれ、

いじめ解決の糸口になる。各クラスにあった教員の配置もできる 

・小学校から習熟度別指導を取り入れることは疑問である 
・チーム・ティーチングによる多面的指導の実施 

・きめ細かい教育のため、今よりやや少人数の 1クラス 32～33名に。そのために正規の教員を雇

用する 

・少人数指導をさらに充実させる 

・教員一人に児童･生徒を３～４人に。教員が足りない場合はボランティアを活用する 

・少人数制にすると市負担が増えるが、市民が納得するか 
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・規模よりも内容が大切では 

・教員の質による。優秀な教員なら50人でも対応できるかもしれない 

・幼稚園－小学校－中学校の連携 

・進学校をつくる体制を整える 

・専科の教員を増やす。偏差値だけではない教育が必要である 

・市負担（少人数教育）で専科教員を配置してはどうか 

・専科教員を複数の学校でシェアしてはどうか 

・個人の将来設計に合ったオーダーメイドの教育が行えるよう、学校・家庭が一体となって取り組

めるような環境をつくる 

 

《具体的取り組みの提案》 

行政の役割 
●習熟度別授業の長所短所を生かした適切な形での導入 

●専科教員の増員と適正配置 

●現在のスクールライフカウンセラーの配置の維持・充実 

協働での取り組み 

●ボランティアの活用 

・団塊の世代など退職者にボランティアをしてもらう。宿題の採

点はボランティアがするなどの制度をつくる 

・ボランティア教員の場合、受け入れる教員のコミュニケーショ

ン能力、入っていく側の配慮が求められる 

 

 

⑥市内公立高校※のさらなる充実          ※県立高校のため、管轄は千葉県 

《提言内容》 

地元の高校として、市内の県立高校２校の教育内容のいっそうの充実を千葉県に求めるよう望み

ます。 

市内にある公立高校２校（県立浦安高校、県立浦安南高校）の充実を求めます。現在の両校は、

地元の学校でありながら、市内から通う生徒が少ない状況にあります。地元･浦安の高校として、

地域に定着した存在となるためにも、市内よりより多くの生徒が通うよう、私立中学との連携や中

高一貫校の設立なども視野に入れ、充実を求めるものです。 

なお、両校は県立高校であるため、浦安市より千葉県への働きかけを望みます。 

 

＜出された意見＞ 

・浦安市内の高校を一流にしたい 

・何をもって一流であるのかから考えるべき 

・進学でなく、ほかの特色を出すことで市内の高校に通ってもらう 

・市立の中高一貫校を設立し、観光学科･ホテル学科など浦安ならではの特色のある学校にする 

・市内の高校に行きたくなる仕組みをつくる 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 ●地域の高校の支援 

行政の役割 
●市立中高一貫校の検討 

●市立高校の創設の検討 

●公設民営学校の設立の検討 

 

 

⑦いじめをなくす 

《提言内容》 

いじめ問題については、現在起こっているいじめに対する対策といじめのない学校をめざす長期

的な取り組みが必要です。 

保護者･地域･学校･行政が協力していじめ問題に取り組むことが必要です。 
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＜出された意見＞ 

・スクールライフカウンセラーなど相談体制を充実する 

・いじめの仲裁者を育てるカリキュラムを充実する 

・仲裁の実践力は、授業、放課後の部活動、帰宅後の生活の場で養われるため、教員と保護者や地

域が連携する 

・教員が受けている研修等を保護者も受ける 

・教員が子どもとたくさん向き合えるよう、事務職員を増やす 

 ⇒「（２）魅力ある学校づくり」参照 

・いじめを受けた場合に他の学校を選択することができるよう、学校選択制をすすめる 

 ⇒「（１）学校制度、学校規模･配置について」参照 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 ●いじめを傍観しない 

行政の役割 

●教育委員会にいじめ対応の専門チームを創設する 

●学校のいじめ対応カウンセラーを充実させる 

●教育相談、青少年相談などを充実する 

●生徒自身がいじめ撲滅にたちむかえるよう環境を整える 

・いじめ対策のカリキュラムを充実する 

・いじめ問題に関する研修会・講習会を開催する 

●拠点的な役割を担う場の確保 

協働での取り組み ●保護者・地域・学校・行政の連携 
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（５）幼児教育 
 

【目標、将来像】 

①市立・私立を問わず３歳児から入園希望者を全て受入れ可能となる体制が整えられている 

②幼保問わず、遊び・しつけ・知育がバランスよくなされている 

③０～３歳児に対する支援センター、妊婦や親に対する相談窓口の充実が図られている 

 

【現状と課題について】 

幼児教育に関しては、市立幼稚園をきめ細かく配置するなど、幼児教育に力が注がれ、市民にも

浦安の幼児教育は手厚いと評価されています。 

一方で、市立幼稚園の定員の多さ、市立幼稚園での保育が子どもを自由にさせすぎるという点、

３歳児保育が一部の園でしか実施されていない点などが指摘されています。 

 

＜出された意見＞ 

●市立幼稚園について 

・幼稚園の定員が多い。少人数で教育･保育を行ってほしい 

・公立幼稚園は子どもを自由にしすぎる。独自性を育てるためには、前提として規律が必要であ

る 

・今の幼稚園児は糊が使えない、折り紙ができない。きちんとした造形教育がなされていない 

・幼稚園の用務員はみな臨時職員 

●幼稚園の３歳児保育について 

・３歳児保育を３園で始める予定とのこと、非常にありがたいが、遠くて行けないとの意見も多い 

●幼稚園と保育園 

・同じ子どもなのに幼稚園と保育園とで教育内容が異なる。また、親から差別されることもある 

●子育て施策全般について 

・生後７か月の娘がいるが、子育て施策は充実していると思う 

・「子育て支援センター」ができたが、子どもを連れていった親は子どもをスタッフに任せてお喋

りするだけ 

 

①幼稚園の教育 

《提言内容》 

幼稚園教育に関しては、家庭と協力して、市立幼稚園において、よりしつけをきちんと教えるべ

きだと考えます。また、正職員を増やす、３歳児保育の対象園を拡大するなど、より一層の充実を

求めます。 

 

＜出された意見＞ 

・何を教えるのかを明らかにすべきである 

・しつけをきちんとすべきである 

・正職員を増やすべきである 

・３歳児保育を３園以外にも拡大してほしい 

・地域ごとにつくると、定員割れしてしまうデメリットがある 

・便利にしすぎると、親を甘やかす結果になりかねない 

・親への相談・指導も充実すべきである 

 

《具体的取り組みの提案》 

行政の役割 

●施設の増設と適正配置 

●教育内容の検討 

●幼稚園教育に関する具体的提案 

・規律から始める教育 

・空き教室の活用 
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②幼稚園･保育園の一元化 

《提言内容》 

平成 18年度より、法改正により、従来の幼稚園と保育園が一体化した「認定こども園」の設置

が可能になりました。浦安市の子育て支援の充実のため、認定こども園の導入は必要ですが、育児

をしない親を増やすなど、導入によるマイナス面への配慮が必要と考えます。 

 

＜出された意見＞ 

・幼稚園と保育園が一つになった施設が必要である 

（仕事をしたい、しなければならない親には必要ではないか） 

・幼稚園・保育所それぞれが併存していればよい 

（育児をしない親を増やすことになるのではないか） 

 

《具体的取り組みの提案》 

行政の役割 ●認定こども園の導入の検討 

 

 

③子育て支援のあり方 

《提言内容》 

話合いの中では、子育て支援のあり方として、まず親への指導が必要との指摘が多く出されまし

た。できるだけ早期に親としての正しい自覚を促すため、妊婦の時点で教育の機会を持つことを提

案します。 

 

＜出された意見＞ 

・施設をつくる場合は、目的を実現するためのプログラムを考えるべきである 

・幼稚園や保育園に行く前の段階での親への相談・指導も必要である 

・妊婦の人たちに、幼児教育のあり方を教育すべき。「妊婦教育」 

 

《具体的取り組みの提案》 

行政の役割 

●妊婦教育 

・両親学級や、すでに公民館等で行われている子育て関連の講習

を発展させて実施する 

・学校の空き教室を活用する 
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２．生涯学習 
 
 

１）重点提言：「市民大学(仮称)」の設立 
浦安の生涯学習に関し、特に主張･実現したい提言内容を｢重点提言｣として示します。 

 
浦安市に、市民の生涯学習活動の中心拠点として、また地域における市民活動を担う人材の育成

を図る場としての「市民大学（仮称）」の設立を提言します。 

 

①市民大学（仮称）創設の背景 
現在の浦安市の高齢化率（65歳以上人口）は9.37％（平成18年４月１日現在）と全国的に見る

と低レベルですが、今後は高齢化が確実に進行することが予測されています。また、2007年より団

塊の世代（昭和 22～24年生まれ）の大量退職が始まり、浦安でも時間に余裕のあるシニアが多く

地域に戻ってき始めています。 

浦安の特徴に目を転じると、豊富な経験と知識を有し、意欲のある市民が多数いることが挙げら

れます。その知見を市民同士で共有することで、多くの可能性が生まれると考えられます。 

その一方で、ボランティア活動を含めて、浦安市を暮らしやすい街にするために様々な活動を自

主的に行える人材の育成が要請されています。これらの活動は、特に高齢の方にとって、生きがい

づくりに強く結びついているものでもあります。しかし、地域活動･市民活動への参加の意欲はあ

っても、きっかけがつかめなかったり、活動の方法が分からなかったりするため、行動に移ること

ができない人が多いというのが現状です。そこで、活動のノウハウ取得や情報を知ることや、活動

への参加のきっかけをつかみたいというニーズが高まっています。 

浦安では現在、公民館事業の中で様々な充実した主催講座があり、加えて大学公開講座や民間カ

ルチャーセンターでの講座など、学びの場は多く用意されています。しかし、これらの学習機会の

情報を学びたい人に総合的に伝えることができていませんでした。さらに、従来の公民館事業など

では、地域活動･市民活動におけるノウハウを、体系的･実践的に学ぶ場としては限界があると考え

られます。 

上記の背景を踏まえ、「浦安の生涯学習活動の中心拠点」「地域社会に貢献する人材を育成する場」

「地域社会への参加を楽しみながら学べる場」として市民大学（仮称）の設立を提言するものです。 

 

②設立の目的：「新しいふるさと･浦安を創る市民大学」 
市民大学（仮称）の設立目的を「新しいふるさと･浦安を創る市民大学」として、以下の４点に

まとめます。 

○地域社会のための人材づくり･･･地域社会を活性化し、様々な問題解決に貢献できる人材や、

地域のオピニオンリーダーとなる人材（例、地域福祉ボランティア団体での活動人材、地域

スポーツ団体の指導員など）を育成します。ここでは、社会的課題に関する学習機会を提供

することで、自分らしい地域とのかかわり方を見つけることができます。 

○市民の地域デビュー支援･･･それまで地域と接点を持たなかった、団塊の世代や子育て中の

お父さん、お母さんたちなど市民に、地域の人々と交流し、地域活動に参加するきっかけづ

くりを行います。 

○市民の知的向上心を満たす･･･上記の中で、参加者の向上心を満たす学習の場を提供します。 

○市内の生涯学習情報の発信拠点となる･･･市民の学習ニーズに対し、生涯学習に関する的確

な情報を提供します。 

ただし、上記目的は、公民館、市内の大学における公開講座、民間カルチャーセンター講座など

における既存の学習メニューと重複する部分があると考えられます。今後の検討の中で、これら既

存の学習メニューの点検を行い、特に公民館事業と調整を図る必要があります。 
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③市民大学（仮称）の特徴 
市民大学（仮称）の特徴として、以下の６点を挙げます。 

○誰もが学べる場であること･･･年齢を問わず、誰もが学べる場です。 

○学び、教える場であること･･･市民の持つ様々な知見をお互いに学び、教えあう場です。 

○市民の交流の場であること･･･ここでの学びをきっかけに、様々な立場の市民が交流し、新

たな交友関係や人的ネットワークを生み出す場です。 

○卒業後の地域貢献活動の窓口であること･･･ここで学んだことを地域社会で活かせるための、

様々な支援を受けられる場です。 

○市内の生涯学習情報の発信拠点であること･･･生涯学習･生涯スポーツに関する情報をワン

ストップで知ることができ、学習相談を受けられる、情報の発信拠点です。 

○浦安らしさを持っていること･･･全国にある様々な市民大学の中で、浦安にしかない、浦安

にしかできない特別な場です。 

 

④市民大学（仮称）の対象 
市民大学（仮称）の対象は、すべての浦安市民です。 

ただし、実際には日中に時間の余裕のある、以下の方々が中心になると考えられます。これらの

方々は同時に地域社会を担う中心的な人々と考えられ、そのニーズに適切に対応した学習メニュー

が必要です。 

○リタイアした世代 

○子育てを終えた女性 

○現在、子育てに奮闘中の専業主婦 

一方、働く世代にも参加しやすいよう、インターネットの活用による講座の開設や、週末･夏期

休暇中などを利用した短期集中講座の実施を行う必要があります。 

１学年の規模としては、ゼミナール形式の討議などが行われることを踏まえ、１講座25名程度、

４講座の100名程度が適切と考えられます。 

 

⑤講座内容、講師のあり方など 

（講座内容） 
市民大学（仮称）の講座内容は、地域社会に貢献する人材育成を目的とした、様々な魅力的なメ

ニューを編成する必要があります。例としては、 

○浦安の歴史と現状とこれから 

○ボランティア･地域活動人材育成 

○地域活動･市民活動のマネジメント人材育成 

○子育て支援 

○健康･福祉･介護 

○環境保全･防災救援 

○まちづくり 

○国際交流 

○スポーツ指導者育成 

などが挙げられます。 

また、参加者の知的向上心を満たすため、歴史･経済･文化など教養講座も検討されます。 

形式としては一般的な講義のほか、ゼミナール形式、体験学習、見学会や卒業研究など、卒業後

の地域活動･市民活動に役立つ、実践的な内容であることが期待されます。 

なお、浦安市の公民館や、市内大学の公開講座などと連携し、より充実した学習体系の構築も求

められます。具体的には、公民館講座や大学公開講座の修了単位が、市民大学（仮称）の修了単位

に算入できる、などが考えられます。このとき、各学生の受講状況を一元的に把握できるシステム

の導入により、学習ニーズの分析や、講師となる人材の発掘に役立てることも考えられます。 

（講師のあり方） 
講師には、各分野の専門家（大学教授等）を招聘するほか、浦安市内に立地する明海大学、了徳

寺大学、順天堂大学と提携し、その教員に講師をお願いすることも考えられます。 

さらに、市民の中で、豊富な知識と経験を持つ人材を講師として活用し、市民同士で「学びあい、

教えあう」という関係が構築できることが期待されます。ただしこの場合、教える市民には適切に
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講義等を進められる「教え方」のノウハウが必要なため、教える技術の向上を図る仕組みの導入が

必要です。 

（拠点の確保） 
市民大学（仮称）には、講義等のないときでも学生が集まって、様々な自主的な活動ができる拠

点が必要になります。このため、独自校舎の確保を提案します。ただし、市民大学（仮称）の立ち

上げ当初においては、公民館など公共施設の一部や、小中学校における余裕教室などを拠点とし、

専門の事務局を設置して運営していくことが考えられます。 

 

⑥運営形態 
市民大学（仮称）の運営に当たっては、事務局が設置され、参加する学生が運営委員会を作って

主体的に関わり、行政や専門家の支援を受けながら、学習内容や各種企画について意見交換をして

いくことが望ましいと考えられます。 

 

⑦卒業生の活用 
市民大学（仮称）の卒業生は、その設立目的から、以下のような地域に貢献する活動を行うこと

が期待されますが、地域活動･市民活動への参加義務はなく、自主性が尊重されるべきと考えられ

ます。 

○地域活動 

○ボランティア活動など各種市民活動 

○地域の学校への講師派遣など、地域ぐるみの子育てへの貢献 

○自己実現 

○世代間交流、同窓会活動 

また、意欲的な卒業生の活動を支援するため、市民大学（仮称）の事務局は、行政との連絡、情

報提供や各種市民団体間のネットワーク構築支援、活動場所の提供などを行っていくことが望まし

いと考えられます。 

 

⑧情報拠点機能 
市民大学（仮称）には、市の生涯学習活動の中心拠点として、市内の生涯学習･生涯スポーツに

関する情報の発信拠点としての機能も望まれます。 

市民大学（仮称）の講座はもちろん、市の開設する各種講座、大学公開講座、民間の講座を含め、

あらゆる講座の情報を収集し、その開設状況がワンストップで知ることができるようにします。こ

こに来れば的確な学習相談を受けられる場としての相談機能も期待されます。 

 

⑨実現に向けた方策 
市民大学（仮称）の実現には、今回の市民会議における提案を基に、さらに詳細な検討を加えて

いく必要があります。この検討にあたっては、市民会議に引き続き、市民･行政･学識経験者による

市民大学（仮称）の検討組織を発足させ、運営していくことが望ましいと考えられます。 

この検討組織では、市民の学習ニーズ調査や先進事例の研究、地域課題の把握等を通じ、以下に

示すような、市民大学（仮称）の具体的なあり方（グランドデザイン）について、議論を深めてい

きます。また、準備のための実践的な活動を通じて、検討を深め、さらに新たな地域人材の発掘を

行っていくことが期待されます。 

○市民大学（仮称）の正式名称 

○拠点の確保 

○運営組織のあり方 

○修学期間、学生定員 

○履修すべき科目、カリキュラムのあり方（公民館講座との調整を含む） 

○公民館講座、市内大学との連携のあり方 

○講師の招聘 

○卒業生の活躍の場の確保 
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⑩実現に向けた役割分担 
市民大学（仮称）の実現に向けて、市民および行政のそれぞれの役割、そして市民と行政が協働

で取り組むべき内容について、下表に整理しました。 

 

市民の役割 

・市民大学（仮称）設立準備組織への参画と協力 

・市民大学（仮称）設立後の運営協力 

・市民大学（仮称）に学生として参加 

・市民大学（仮称）への講師としての参加 

・市民大学（仮称）をきっかけとした、生涯学習活動の充実 

・市民大学（仮称）を市民の交流の場として活用 

行政の役割 

・市民大学（仮称）設立に向けた準備組織の立ち上げ、運営、事

務業務 

・市民大学（仮称）設立後の運営、事務業務 

・既存施設（公民館、図書館、郷土博物館、視聴覚ライブラリー）

との調整 

・市民大学（仮称）の拠点確保 

・市民大学（仮称）設立を契機とした、生涯学習施策に関する行

政組織の見直し･再構築（学校教育と生涯学習の融合など） 

・各学習拠点のネットワーク化による学習情報、各種サークル活

動情報の一元化提供 

・市民への学習情報提供窓口の準備 

・市内３大学との提携 

協働での取り組み 

・市民大学（仮称）設立準備委員会･同運営委員会での意思決定や

その実行など 

・市民大学（仮称）設立の周知と活用の促進 

・先進事例の調査･研究と市民大学（仮称）への導入 

・学習情報提供窓口業務／学習相談業務の実施 

・市民大学（仮称）の広報誌の企画･編集･発行 
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浦安市民大学(仮称) 創設の考え方 
―浦安を「住みたい街」から「育てあう街」「学びあう街」に― 

 
 

講師招聘 

成果 

教える技術 
向上の仕組 

連携 学習評価 

・市民ニーズ精査 
・先進市民大学調査 

運営組織 

※ 講座メニュー (例) 

浦安の歴史と現状とこれから 
ボランティア・地域活動人材育成 

 子育て支援 
 健康・福祉・介護 
 環境保全・防災救援 
 まちづくり 
 国際交流 
 スポーツ指導者養成など 

設立準備 

学生･卒業生･行政･講師 
 企画･広報･運営 

・定年退職者に対する

地域社会参加要請 
・浦安在住の豊富な人

材活用 
・  
 

 

授業形態 

・公民館等公共施設 
・小中学校の空き教室 
・市内大学の夜間休日 
・校舎新設（将来） 

拠点の確保 

 

人材育成をメイン

に魅力的メニュー 

※講座 

公民館などの既存 
学習メニューを点検 

調整 

 
新しいふるさと・浦安を創る 

 市 民 大 学 

・地域社会のための人材づくり 
・市民の地域デビュー支援 
・市民の知的向上心を満たす 
・生涯学習･生涯スポーツ情報の

発信拠点 

創設目的 

創設の背景 

・公民館講座など 
・市内大学公開講座 

・地域活動 
・ボランティア活動 
・小中学校へ講師派遣 
・自己実現 
・世代間交流、同窓会活動 
・生涯スポーツ活動の推進 

市民・行政・学識経験者 
グランドデザインづくり 

・学科の専門教授 
・市内大学の先生 
・市民人材活用 
・各種資格取得者 

・生涯学習･生涯ス

ポーツに関する情

報の発信拠点 
・学習相談 

情報提供 

 
・一般講義 
・ゼミナール 
・体験学習・見学会 
・卒業研究 
・学園祭 
・ｅ-ラーニング 

受講状況一元化シ

ステム 

・単位認定 
・卒業制度 
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２）生涯学習の目標と将来像について 
 
浦安の生涯学習施策に関して、10年後に目指すべき目標と将来像を、以下にまとめます。 

 

○すべての市民が、学習の機会を通じて地域の仲間となって力を合わせ、新しいふるさと浦安を

創っていく 

○市民大学（仮称）を核として、市民が主役となって、生き生きと学習している 

○市民大学（仮称）を核として，浦安を新しいふるさとを創るための地域活動･市民活動が根付き、

子孫に残すべき立派な地域コミュニティが出来上がっている 

○生涯学習･生涯スポーツに関する情報が一元化されて提供されており、市民のニーズに応じて使

いやすい状態になっている 

 

 

３）一般提言（分野別の提言） 
 
【現状と課題について】 

生涯学習施策における学習機会提供の現状に関しては、施設整備が進み、公民館の講座の充実し

ている点を評価する意見がある一方、生涯学習の成果を活かし、活躍する場が不足しているとの意

見が出されました。またそれに関連して、2007年問題（団塊世代の大量退職問題）により、経験

豊かな団塊世代の人々の力をはじめとする、地域が潜在的に持っている力を、より市民活動･地域

活動の場に活かすべきとの指摘がありました。 

生涯学習･生涯スポーツのための施設のあり方については、公民館等の従来の施設が不足してい

る中、公民館以外の公共施設（文化会館、WAVE101、郷土博物館、学校の余裕教室、自治会館等）

の活用が進んでいないとの指摘がありました。また、指定管理者制度のあり方についても指摘があ

りました。 

また、学習機会の提供に関して、世代別に課題認識に関する意見が出されました。 

高齢者に関しては、2007年問題への対応、高齢になっても健康で生きがいを持って暮らせるた

めの支援の必要性などが指摘されました。 

働く世代に関しては、勤務時間を考慮した学習機会設定の必要性、キャリア形成に資する学習機

会の提供が必要であるとの認識がなされました。 

青少年に関しては、キャリア教育、居場所としての学習の場の提供の必要性が指摘されました。 

学習内容については、地域や個人の学習要求をよりきめ細かにとらえる必要性、将来に活かせる

高度な内容を求める指摘がありました。一方、様々な講座が縦割り的に開設されていることを指摘

し、全体としての統合を求める指摘がありました。 

 

＜出された意見＞ 

●現在の生涯学習の場のあり方 

・生涯学習の成果が評価される場、成果を生かす場、活躍の場がない。このため、生きがいにつな

がったり、他の人に影響を与えることがない 

●情報伝達のあり方 

・生涯学習は敷居が高く、入りやすい入口の仕掛けが必要 

・縦割り行政によって、サービスを受ける市民にとって分かりやすい情報提供がなされていない 

・市は、サービスを受ける側（市民）が望んでいる情報提供の仕方を分かっていない。結果、施設

が有効に使われていない 

・公民館を利用する市民サークル間の交流が少ない。交流のきっかけとなる文化祭に参加するサー

クルが固定化している 

●施設の有効活用のあり方 

・公民館以外の公共施設（文化会館、WAVE101、郷土博物館、学校の余裕教室、自治会館等）をど

のように活用するのか 
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●既存施設利用に関して 

《公民館》 

・浦安の公民館は施設･内容ともに充実していると思う 

・サークル活動が活発なものの、十分な受け皿がないことが課題。2007年問題により、需要はさら

に増えると思われる 

・利用者がインターネット回線を使えるなどＩＴ環境を整備してほしい 

《図書館》 

・図書館が月曜休館なのは困る 

《市民活動センター》 

・浦安駅近くの市民活動センターは、登録すれば誰でも活用できるが、利用がなかなか広まってい

ない。施設の活用のあり方を検討したい 

・市民活動センターは会議室(20人程度)が狭い、駐車場がないなどの問題点がある 

《スポーツ施設、その他》 

・地域スポーツクラブでも、場所の取り合いが激しい 

・公園など施設をつくっても、時間外に不良の溜まり場になったりする。管理の仕方が難しい 

●生涯学習施設の管理運営について 

・図書館、公民館などで、生涯学習の創出を担う人材（職員）が不足している。生涯学習施設にお

ける職員の研修体制を整備し、質の向上を図るべきである 

・指定管理者制度導入に際しては、慎重かつきちんと方針を考えた上で導入を図るべきである 

●地域人材の活用について 

・団塊世代の大量退職により、後輩世代に貴重な経験を伝えられる人が増えると思われる 

・高齢者には、教えたい人が多いと思われる 

・浦安市は、市民の知的水準が高いので、活用するべきである 

●地域資源の活用 

・大学など、浦安にある地域資源を生かしたい 

●世代間交流について 

・世代間で教えあう場が必要。教えあうことが勉強にもなる 

●学習企画内容について 

・図書館など、施設個別では企画などを頑張っているが、全体として何か取り組んでほしい 

・地域の学習要求（利用者のニーズ）の汲み取り方を考える必要がある 

・現状として、社会人が受講、もしくは参加できる公開講座はあっても、受講内容を身につけて、

それを活かすレベルまでには至っていない。他の人に影響を与える、生きがいに繋がるレベルか

ら、ある程度、生活費の足しになる(報酬がもらえる等）レベルのものを身につけられる講座、

もしくは学習の場が必要 

・縦割り行政によって、内容が総合的に整理されていない 

 

（高齢者） 
●高齢者の抱える課題に応える 

・高齢になってから、うつ病などを発症する例が見られる。初老期に心身共に健全に年齢を重ね

ていけるような講座などの場が求められる 

・特に健康上の問題がなく、元気な老人がたくさんおり、今後 2007年問題によりさらに増加する

と予想される。そうした人々が、気楽に集える場が必要である 

・デイケアセンターだけでなく、高齢者の高度な知的好奇心を満たせるような仕組みが必要である 

●高齢者の持つ力を生かす 

・多くの高齢者が、後輩世代に資する貴重な経験･知見を持っており、それを伝える機会が求めら

れる 

・元気な高齢者たちのパワーをどのように生かすかが課題である 

・「地域の活動なんか･･･」「いまさら公民館で活動は･･･」という高齢者が多い。これらの方に地域

で活動していただくことが課題 

●2007年問題 

・2007年以降、団塊の世代が大量退職するため、これらの人々のための学習機会提供が求められる 

・浦安に住む団塊の世代は、知的水準･社会的地位の高い人が多いのではないか。学習意欲が高い 



教-33 
 

・会社を退職した人が、どのような学習や活動を行えばよいのか戸惑うことがあるのではないか 

●高齢者のニーズに対応した学習機会の提供 

・高齢者のための学習する受け皿はすでに十分にある。むしろ地域のニーズを把握した、適確な情

報提供が十分になされていない 

 

（働く世代） 
●働く世代が生涯学習をする上での問題 

・真剣に学びたくなるのは、働き始めてからだ 

・現在の生涯学習施策は単なる余暇活動支援になっていると思われる。キャリア形成にも資するべ

きである 

・学校教育の後、教養を高めるために何をしたらよいのかわからない 

・有能な人材はたくさんいるのに、それを地域に生かす仕組みが足りない 

・定年退職後の生活に不安を感じる 

・受け皿があっても、参加する時間がない 

●施設の運営についての課題 

・時間帯等の問題があり、参加したくてもできない。サラリーマンも参加できるようにしてほしい 

・図書館の貸し出し方法などは、働く世代のためのサービスは充実している 

・20～30代の人は会社の近くの施設を利用しており、市内のスポーツ施設は利用していないようだ 

●働く世代のための学習機会の必要性 

・生涯学習について語られるとき、若年層、働く世代を対象とした議論が出てこない 

 

（青少年） 
●青少年のためのキャリア教育 

・「働く」ということがどんなことか？親以外の大人の仕事について知る機会がない 

●青少年の居場所の不足 

・公民館の学習室で勉強している学生がよく見られる 

・公立高校で帰宅部の学生たちが集まる場があるか。青少年館、マーレはどうか 

・集会施設に来ない若者をどうするか 

・中高生が元気に遊べる場所･居場所がない 

・フットサルコート利用の時に、大人が予約していて使えないことがある 

・施設の利用料金は高校生以上が大人と同じなのはおかしい 

・公民館では小学生だけでは借りられない。子ども２～３人が楽器を鳴らせる場所がなかった 

●学校教育と生涯学習との融合 

・いじめ･不登校が発生するのは学校にゆとりがないから。学校教育と生涯学習とが連携･融合し、

生涯学習施策が学校にいられない子どもたちの受け皿になってほしい 

 

【取り組みの基本的方向】 

 

①市民の生涯学習活動の中心拠点となる「市民大学（仮称）」の設立 

《提言内容》 

市民の生涯学習活動の中心拠点となる、「市民大学（仮称）」の設立を提案します。 

⇒１）重点提言:「市民大学（仮称）の設立」参照 

 

 

②既存の学習機会に関する情報を適切に市民に伝える 

《提言内容》 

既存の公民館講座や市民によるサークル活動などを市民に分かりやすく伝える手段が求められ

ます。市民大学（仮称）を生涯学習情報の発信拠点とし、市民の学習ニーズに適確に対応していく

ことを提言します。 

⇒１）重点提言:「市民大学（仮称）の設立」参照 
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③図書館における生涯学習支援の充実 

《提言内容》 

生涯学習の充実には、図書館が重要な施設となります。市民大学における活動を始め、生涯学習

活動を支援する施設として、図書館サービスを一層充実させていくことが望まれます。 

 

＜出された意見＞ 

・浦安の図書館は他市から比較しても抜群に充実している。生涯学習活動を支援する施設としてさ

らに活用すべきである 

・図書館を核にした生涯学習を 

・図書館のソフト面でのバージョンアップが必要 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 
・図書館の各種活動への協力 

・朗読ボランティアなど図書館でのボランティア活動を行う 

行政の役割 

・市民を巻き込んだ各種企画の実施 

・地域情報を充実して提供する仕組みづくり（郷土博物館とタイ

アップ） 

・レファレンス機能の充実 

・学習相談機能の拡充 

・起業に視点を置いた各種講座の開設 

・図書館ニーズは時代と共に常に変わるので、機能･蔵書･システ

ムなどに対する市民の意識調査を定期的に企画･実施する 

協働での取り組み 

・学習メニューの充実など、学習サポート計画の企画およびその

実施 

・図書館専用の広報誌の発行（「広報うらやす」のように充実した

ものを） 

 

 

④公民館など施設の有効利用を図る 

《提言内容》 

浦安市の生涯学習･生涯スポーツ関連施設は、すでにかなり充実しています。一方では利用が集

中し、会場確保の困難なども生じています。今後は、各サークルが適切に施設を利用できる仕組み

や、公民館以外の施設を有効に活用していく必要があります。 

 
＜出された意見＞ 

・施設をいくら増やしてもきりがない。既存施設の有効利用を図るべきである 

・サークルが適切に施設を利用できるような仕組みを考える 

・公民館や公民館以外の施設（学校の余裕教室、文化会館、WAVE101、郷土博物館、自治会館等）

の充実した活用方法を考える 

・無料の公民館より、マーレ（新浦安カルチャープラザ）のような有料･公設民営のコミュニティ

センターを作ることも考えられる 

・公民館は、誰もが憩い学べる教育機関としての役割がある。無料で受けられる公民館の主催事業

は重要 

・利用者がインターネット回線を使えないなどＩＴ活用環境が不十分である 

・コミュニティセンターがどんなものなのかをきちんと捉えて考えるべきである 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 
・民間の遊休不動産を活用し、学習活動の拠点のひとつにする。

例えば、市民大学（仮称）の現役･卒業生の自主企画事業展開や

学習効果の発表の場に活用していく 
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行政の役割 

・既存施設の活動状況の閲覧性（ネット･ペーパー･窓口）を高め

る 

・公民館の利用可能時間を夜10時まで延長する 

・市役所と教育委員会との垣根をとり、既存教育施設（学校の余

裕教室、市内大学施設）に加え、既存公共施設（自治会館、老

人クラブ会館など）を生涯学習活動のために一元的に活用でき

る仕組みをつくり、公民館の利用飽和状態の解消を図る 

・公民館におけるインターネットなどＩＴ環境の整備 

・市民活動センターの移転と再構築（駐車場が無いなど使いにく

いため、移転して施設の充実を図るべきである） 

協働での取り組み 
・特に自治会館、老人クラブ会館の活性化（一部利用者の独占、

低い利用頻度）に向け行政といっしょに取り組む 

・公民館情報誌「ルネサンス」の充実 

 

 

⑤地域力を生かす 

《提言内容》 

浦安市民の豊富な人材、または市内の大学など、地域の持っている力＝地域力を生涯学習の場に

積極的に活かしていくべきと考えられます。 

 

＜出された意見＞ 

・浦安の人的資源を活かす施策をすべきである 

・市民による新たなメンター（助言者）組織の形成 

・大学と地域との連携を図る 

・シニアが経験を生かせる仕組み（例：関係団体の経営指導、子どものスポーツ団体の指導など） 

・働く世代は、教える側の人的資源として考えられる 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 

・地域の市民活動グループやＮＰＯなどで自主的に活動する 

・ＰＴＡなどとの連携で各種事業を実施する 

・生涯学習コーディネーター／生涯スポーツコーディネーターと

して活躍する 

・元町･中町･新町の地域特性に応じた新しい社会奉仕活動の推進

（市民大学入学者･卒業生中心に） 

行政の役割 

・市民の自主企画講座などの実施をサポートする仕組みをつくる

（企画コンペを実施し、採用企画に資金助成を行うなど） 

・市民大学（仮称）での特別プログラム（市民が講師となる短期

講座など）実施 

・市民大学（仮称）における講師としての市民の採用 

・市民活動グループのネットワーク化、共同作業実施サポート 

・学習グループや活動グループ、ＮＰＯなどの設立支援 

・市民大学（仮称）における地域有用人材の育成 

・人材登録制度の新設と有効活用を図る（能力･資格等が分かる人

的資源名簿、制度の一元化、活用頻度の拡大など） 

協働での取り組み 

・市民のニーズを吸い上げる仕組みづくり 

・浦安のシンボルスポーツとしてフットサルを構築 

・地域貢献に熱心な企業に勤務している都内等の企業通勤者や企

業、および市内大学等と連携して、新しい社会奉仕活動を担う

人材開発プログラムづくり 
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⑥市民の自主的な学習活動のサポート 

《提言内容》 

自ら学習機会の創出を考える市民のために、市民の自主的な学習活動を支援していく仕組みづく

りが求められます。 

 

＜出された意見＞ 

・市民の自主的な企画を支援する仕組みをつくってほしい 

・自主プログラムの一般公募制度の確立 

・ＮＰＯ･サークルなどの新規設立サポート 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 

・各地区での自主学習グループを結成する 

・学習相談窓口での支援（ボランティアなど） 

・市民大学（仮称）での学習効果を地域に還元していく、市民大

学（仮称）同窓会の設立 

行政の役割 
・総合的な学習情報の発信 

・市民の目的に合わせた学習メニューづくりの支援 

・資格･受講記録一元化カードの導入 

協働での取り組み 
・自主事業企画の成果を発表するコンクールの開催や、有望な企

画･事業の支援（「生きがい、地域貢献基金制度」創設） 

 

 

⑦世代間交流の推進 

《提言内容》 

生涯学習活動の中で、様々な世代が交流を図り、それぞれの世代の持つ知識や体験を学びあう機

会を、よりいっそう充実させることが必要です。 

 

＜出された意見＞ 

・生涯学習において、年齢層を超えた交流や、それによる相互の成長を図りたい 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 

・学校現場や地域活動グループなどで、各人のスキルを生かして

活動する 

・趣味活動、資格（教員免許など）を生かした活動の実施（子ど

も対象に「昔遊び」の伝授、戦争体験の映画と口演など） 

行政の役割 

・学校教育現場への市民参加の仕組みをつくる 

・文化、教養、趣味、スポーツなどのイベントを実施 

・地域活動グループのサポート 

・学校教育のカリキュラムの中に、市民大学生の活動場所をつく

る（三世代交流をテーマに。例えば、子育てでの高齢者の知恵、

食育をテーマに食の安全性についてなど） 

・エリア貢献分布マップ（地域貢献力指数） 

協働での取り組み 

・イベントなどの企画検討 

・地域のニーズの高いテーマに対応したグループづくり（街づく

りお助け隊。たとえば、元町商店街の活性化、昔の浦安の再現、

日の出地区の国際交流、新町地区の住民とＴＤＲスタッフとの

交流など） 

・浦安在住の現役社会人の仕事（金融、マスコミ、ＩＴなど 21

世紀を担う産業）の現場体験（お父さん･お母さんの仕事体験） 
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⑧文化･芸術活動などの振興 

《提言内容》 

文化･芸術活動の振興に当たっては、単に様々な文化団体･芸術団体の招聘だけではなく、市民活

動と連携し、「人々のつながりをつくるきっかけをつくる」という視点が不可欠です。 

 

＜出された意見＞ 

・市民活動と連携し、人々のつながりをつくるきっかけとなる文化活動の振興 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 ・地域単位の勉強会や発表会などを独自開催 

行政の役割 

・市民が開催する地域単位の勉強会や発表会などのサポート 

・市独自の文化祭･展示会･スポーツ大会を行う 

・展示会･スポーツ大会などのイベントを招聘する 

・文化会館に著名歌手、演奏家、オーケストラ、劇団を呼ぶ 

・記念行事（新庁舎建設、市民大学開校、市制30周年など）に伴

う、文化・芸術活動面での人材育成プロジェクト設立（新人発

掘） 

・文化会館等で各公民館の同種サークルの共同発表会開催 

・文化会館のプログラムの見直し･再構築 

協働での取り組み 

・イベント運営の協働 

・各公民館の文化行事の情報の一元化と市民参加の大文化祭の開

催 

・市民大学（仮称）の学園祭との連携による、市内大学スポーツ

クラブや文化芸術部門の発表会の開催 

 

 

⑨高齢者への適切な学習機会と場の提供 

《提言内容》 

2007年問題（団塊世代の大量退職問題）を受け、高齢者のための学習機会の提供をいっそう充

実させていく必要があります。 

このとき、退職後の皆さんが市民活動や生涯学習･生涯スポーツの活動にスムーズに参加できる

仕組み（導入期支援）の提供や、高齢者の皆さんの経験、専門知識などを活かし、後輩世代に伝え

ていく場の提供が必要です。 

 

＜出された意見＞ 

●高齢者のための生涯学習･生涯スポーツメニューの充実 

・2007年の団塊世代の大量退職を受け、高齢者に対応した内容の生涯学習･生涯スポーツメニュー

を充実させる 

●学習･活動を始めたい人たちの支援（導入期支援） 

・退職したばかりの人、退職を控えた人が市内で学習や活動を行うための導入期支援 

・適確な情報公開のほか、講習会やオリエンテーションの実施 

・個人学習メニューづくりや学習グループづくりの支援 

・ＮＰＯ･サークルなどへの加入のサポート 

●高齢者の持つ力を活かす学習機会の提供 

・専門知識やノウハウを持った高齢者の活躍できる場を提供する 

・高齢者の知見を後輩世代のために伝える場を提供する 

・団塊の世代が地域の活動に参加し、地域に貢献できる仕組みをつくる 
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《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 
・地域活動グループ、ＮＰＯなどへの高齢者の積極的受け入れ 

・ボランティア活動に積極的な参画、公民館、自治会、老人クラ

ブなどの活動に参加し、地域との関わり深めていく 

行政の役割 

・地域活動グループ、ＮＰＯなどの高齢者積極的受け入れや、各

地区での自主学習グループ活動の支援（出前講座なども含む） 

・市民大学（仮称）のプログラムでの対応 

・高齢者に対する「生涯学習」行動･意識調査の企画･実施 

協働での取り組み 

・リタイアした人などの「地域デビュー」を促し、地域や地域の

人々に親しんでもらう「裃脱ぎ講座」の開設 

・活動現場への足（移動手段）の確保など 

・団塊世代の生き甲斐づくり、地域貢献の高揚を目的に、市民大

学生でＮＰＯ･サークル活動を新設 

 

 

⑩働く世代への適切な学習機会と場の提供 

《提言内容》 

これまで、働く世代は生涯学習施策の受け手としては小さなものでした。しかし、キャリア形成

に関してなど、ニーズを捉え、適切に学習機会の提供を進める必要があります。 

また、時間が取れないなどのために市民大学（仮称）への通学が難しい状況にある人々のために、

e-ラーニングの活用･充実などの工夫により、働く世代に適切に学習機会･場を提供することが求め

られます。 

 

＜出された意見＞ 

●キャリア形成支援としての学習機会･場の提供 

・リストラされた人、転職を考えている人への支援が必要 

・市に税金を多く払っている、働く世代にも学習の機会を 

・働く層にもメリットのある学びの場がほしい 

・働く世代は自らのキャリアアップのために自分から動く世代。むしろ、図書館など勉強する場や

情報提供の場の充実を 

・その場に行かなくても学べる工夫をするため、e-ラーニングの充実が必要 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 ・生涯学習コーディネーターとして活躍する 

行政の役割 

・市民大学（仮称）のプログラム（土日･夜間･夏季集中など）の

一つとしてビジネス系のものも取り入れる 

・ニーズに対応してビジネス関係の学習情報を提供する 

・e-ラーニング学習制度の構築 

・図書館、公民館のオープン時間など、現役世代のニーズに応じ

運営を変化させる 

協働での取り組み 
・市内大学との協働による学習機会の創造（キャリアアップのた

めの公開講座の充実） 
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⑪青少年への適切な学習機会と場の提供 

《提言内容》 

生涯学習施策の中では、学校教育を補完する役割としての学習機会の提供をしていく必要があり

ます。例えば、青少年のキャリア教育の学習機会･場の提供を行う、放課後の居場所としての場を

提供するなどです。 

 

＜出された意見＞ 

●青少年のキャリア教育のための学習機会と場の設定 

・世代間交流を通じてキャリア形成のあり方を伝える 

●青少年の居場所としての学習機会と場の設定 

・放課後、中高生のための居場所づくりをすすめる 

・青少年の仲間づくりのきっかけを提供したい 

●学校教育との融合 

・学校教育･生涯学習の融合がテーマ。生涯学習でフォローアップできる仕組みが求められる 

・あせって成果を求めず、地域の人と活動する場を設ける 

●青少年健全育成のための学習機会の提供 

・青少年の国語力を強化するプログラムの実施。それが健全育成にもつながる 

●青少年への適切な学習情報の提供 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 

・地域の青少年育成団体の活動の活性化 

・地域の子どもたちの「たまり場」づくり 

・青少年を暖かく見守るボランティアグループを作る（助言者グ

ループ） 

行政の役割 

・市民による地域の青少年育成団体の活動の活性化、地域の子ど

もたちの「たまり場」づくりのサポート 

・青少年への各種学習情報の提供 

・市民大学の学生との積極的な交流の仕組みを作る 

・市内大学との連携で青少年向け公開講座開設、公民館の講座に

青少年向けのものを意図的に導入する 

協働での取り組み 
・職場体験などキャリア教育の実施 

・青少年館、うららめーるなど青少年向け公共施設の有効活用を

図る 

 

 

⑫市民ニーズ、地域ニーズに対応した体系的な学習プログラムの構築 

《提言内容》 

生涯学習講座プログラムの開発にあたっては、市民ニーズ（より高度な内容を求めるなど）およ

び地域ニーズに的確に対応した内容とすることが必要です。 

また、市主催の学習講座について、各部署が独自に開設するものを体系的に整理し、内容的にま

とまったプログラムとすることを提案します。 

 

＜出された意見＞ 

・今後の高齢化社会では、趣味のレベルにとどまらず、人に教えて報酬がもらえる程度まで学習す

る専門学校、もしくは職業訓練センターのようなものが必要とされてくる 

・浦安の特性･ニーズを把握し、それに即したプログラム作りが必要 

・市の縦割り行政に影響されない、内容的にまとまったプログラムにすべきである 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 ・各学習講座への積極的な参加と、講座充実に向けた提案 
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行政の役割 

・生涯学習に対する市民ニーズおよび地域ニーズを捉えた意識調

査の企画･実施 

・より高度な内容の学習講座の開設 

・市民大学（仮称）における生涯学習情報の一元的な提供 

・複数の部署の連携による学習講座の実施 

協働での取り組み 
・市民大学（仮称）、公民館、図書館等における、市民ニーズ･地

域ニーズに対応した学習講座の企画検討 
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３．家庭教育・地域教育・青少年の健全育成 
 
 

１）重点提言：「地域コーディネーター」の確立 
 

浦安の家庭教育･地域教育および青少年の健全育成に関する施策について、特に主張したい提言

内容を｢重点提言｣として示します。 
 
浦安の各地域に、学校と地域との連携を図る人材（組織）＝「地域コーディネーター」を確立し

ていくことを提言します。 

 

①優先提言の背景（意義・目的） 
核家族化、少子高齢化、さらには経済性、効率性を求められる今の時代においては、子どもを育

てることが難しい社会、子どもが生きにくい社会であると言われています。かつては当たり前であ

った、世代を越えた子育てや、地域の子どもは地域で見守り育てる、といった光景を目にすること

が、今では少なくなっているかもしれません。また、「家庭教育」、「地域教育」、「青少年の健全育

成」は、行政で踏み込める範囲が限られており、特に今は、個人情報保護の関係から、以前よりも

増してその状況は顕著に現れているようです。 

そのような時代だからこそ、もう一度“地域”に立ち返ることが必要です。「子どもの育ち」を

大人達がどのように支え導くのか、子どもの権利や人権を基盤とした子どもの成長のために、大人

（親）が学び、地域が学ぶシステムが必要となってきています。家庭力－地域力の向上のためにも、

家庭－地域－行政（学校）との連携を図っていくことが大切なのです。 

上記の背景を踏まえ、家庭力－地域力の向上、家庭－地域－行政（学校）の三者の連携を強化す

るために、“地域”から発掘された“地域コーディネーター”が必要であると考えられます。 

 

②地域コーディネーターとは 
地域コーディネーターとは、家庭教育の主体者の学習（親の育ち）支援、子ども（乳幼児から青

年まで）の育ちを支える地域教育の視点から各々に活動している組織のネットワーク化推進役、す

なわち、地域をまとめ、学校・行政、家庭を結ぶことができる人材です。将来的には、「活動する

人材」から「活動する組織」となることをめざしていきます。 

地域コーディネーターは主に以下のような各種地域活動組織を支援していきます。 

例えば、 

・各組織の活動の相互理解、情報交流、課題の共有化を図るための支援をする 

・各組織の持ち味を生かした協働事業の企画を支援する 

・各組織をつないだ学習機会の企画を支援する 

また、地域コーディネーターは以下のような人材が望まれます。 

・人格が円満であり、公平・公正であること 

・私利私欲や権力欲がなく、地域から信頼されていること 

・地域から必要とされ、地域から認められていること 

 

③地域コーディネーターの確立･定着に向けた方策 
現在、地域コーディネーターにもっとも近い存在は、中学校区単位に存在する「青少年健全育成

連絡会」と考えられますが、構成団体をみると、幼稚園、小学校、中学校の各ＰＴＡ、各自治会、

青少年補導員、児童民生委員、社会福祉協議会、子ども会などの代表から成っており、地域全体の

ことをまとめ、家庭－地域－行政（学校）をつなぐ存在とは、必ずしも言えません。 

そこで、地域コーディネーターは意欲ある人材を発掘するためにも、原則として各中学校区から

の公募制を基本とします。地域が選出をし、市が委嘱をする体制をとります。 

また、地域コーディネーターは、「市民大学（仮称）」で育成講座（講義、フィールドワーク、イ

ンターン等）を受講し、卒業することを条件とします。さらには、地域コーディネーターの意識の

違いや地域の意識格差の解消のためにも、各地域の地域コーディネーター間で年数回、地域の現状
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報告を主とした連絡協議会を開催します。連絡協議会には、市も出席しますが、あくまでも側面的

協力の立場であり、主体は地域の代表である地域コーディネーターです。 

地域コーディネーターの組織上の位置づけ、待遇面などは、数年毎に検討委員会などを設けて、

具体的な内容を詰めていくことにします。 

以上のように、①地域が選出、市が委嘱、②「市民大学（仮称）」の講座受講の義務化、③年数

回、連絡協議会の開催、④数年ごとに検討委員会などによる位置づけや待遇面の検討、を実施する

ことにより、10年後は、地域コーディネーターが定着していることをめざします。 
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２）一般提言（分野別の提言） 

（１）家庭教育について 
 

【目標、将来像】 

○子育てや家庭教育に悩んでいる各家庭が、子育ての悩みや技術について気軽に相談することが可

能な地域づくり、システムづくりが地域コーディネーターを中心にできている 

○地域、市、各学校が協働で、家庭教育の大切さを伝える意識づくり、家庭力の向上のための働き

かけができている 

○浦安の子どもたちのためになることを第一優先とした、行政サービスが提供されている 

 

【現状と課題について】 

現在、核家族や共働きなどの増加により、子育てを自分達の手で十分にしきれていないと考えて

いる家庭も増えています。そのような中で、多くの市民は、家庭教育学級や、子育て出前講座など

の子育て活動への参加、地域でのサークル活動など積極的に行い、子どもたちを育む努力をしてい

ます。しかしながら一部の家庭では、保護者自らの生活習慣の乱れや、基本的なマナーが十分に身

についていない状況も見受けられ、子どもたちに対する影響も大きいと考えられます。 

市では様々な家庭教育の場、子育て支援の場を設定し対応を図っていますが、まずは、各家庭が

自ら家庭教育の重要性の意識を高めることが求められます。 

 

＜出された意見＞ 

●子育てのしにくさ 

・核家族化、共働き、女性の社会進出の増加により、家庭だけでは子どもを育てられない時代にな

っている 

・生活習慣の乱れは家庭内で正すことは難しい 

・学校は勉強するところであり、基本的なしつけは家庭で行うべきなのだが、実際、朝食をきちん

と食べてこないなど、基本的な生活習慣が崩れてきている。そのために、健康的な生活ができな

い子どもが増えており、家庭だけに任せていては解決できない状況である 

●親の育ち 

・給食費を滞納する親がいる。社会人としての基本的マナーを身に付けるべき 

・親自身が学び育てられ、成長していく必要がある 

・各家庭が行政や学校に頼りすぎている。本来家庭で教育すべき事柄まで頼もうとする。サービス

の過剰要求やしつけの放棄が感じられる 

・全体的に家庭力が落ちている。家庭での教育以前に、それに携わる親のあり方がまず重要である。

大人たちがもっと賢くなるべき 

・多くがマンションで同世代の層が固まって住んでいるのが浦安市の特徴であり、そのため、子育

ての技術が伝承されていない。そのようなことを伝える場所・機会が減少している。昔からのま

ちではないために、色々な世代が混在しているまちのように地域や家庭で子育てや子どものこと

を相談できる人や話を聞いてくれる人がいない 

●家庭教育への行政の関わり方 

・ＰＴＡの講演や活動などに参加する層は、意識の高い層であるために、家庭教育についてあまり

心配がない。むしろ、参加しない層に参加してもらうための仕組みを考えるべき 

・家庭教育学級の出席者は意識の高い方である。本当に必要な人に必要性をどのように伝えられる

かが問題である 

・青少年センターのふれあい広場、幼稚園・保育園（時間外）などが母親のコミュニケーションの

場となっている 

・「出前講座」でも「保育園出前講座」の需要が最も多い。地域の母親が10人程度集まって、保育

園の先生から指導の仕方・遊び方を子どもと一緒に教わっている。そうしたサービスを求める者

は大勢いる。 

・家庭教育学級は以前は盛んであったが、現状は参加希望が減ってきてしまっている。盛り上がっ

てはいない 
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●地域での活動 

・家庭教育学級ではないが、うちの地域では親子で参加できる囲碁、礼儀作法、子育て等について

学ぶ活動をグループで行っており、参加者も多い 

・サッカーサークル等としての「おやじの会」がすでに活動している 

 

【取り組みの基本的方向】 

 

①家庭教育の教育力向上 

《提言内容》 

子どもが社会の中で健やかに育つためには、まず家庭において社会ルールや基本的マナーを身に

付けることが基本であり、そのためには、親や親になろうとする人たちの意識向上のため、「親の

育ち」としての教育や自己研鑽が必要となります。 

市民が自ら親となるための自覚を持ち学習することに対して、行政や学校は側面的な支援を積極

的に行っていく必要があります。 

また、地域の市民も自分の知識や経験などを生かし、親や親になる人達を支援していこうとする

気概を持つことが求められます。 

 

＜出された意見＞ 

・行政からある程度働きかける必要はある 

・学校や行政がどこまでの範囲で介入すべきかを検討する。サービス内容の再検討をする 

・親にとって都合の良いサービスよりも、家庭力が上がり、子どもたちのためになるサービスの提

供をする 

・家庭･学校の連携による家庭の教育力の向上を図る 

・親の教育が必要である 

・子どもの就学前に親への教育が必要である 

・子どもたちが生まれる前から、親は親としての自覚を持ってもらうため、学習の機会を提供する。 

・家庭教育は、各家庭が基本である、行政は直接的な支援でなく、側面的な支援をする必要がある 

・子どもの集中力を高めるため、「早寝・早起き・朝ごはん」が必要である 

・親としての自覚をはぐくむ内容を企画し、実施する 

 

 

②相談や情報交換できる場の提供 

《提言内容》 

浦安市は核家族が多く、比較的若い世帯が多いため、家庭内で子育てのノウハウを、同居する父

母や祖父母から、気軽に教わりづらい家庭が多くなっています。しかしながら、自分たちの子育て

に対する不安や悩みを早く的確に解決するため、いつでも気軽に立ち寄れるような情報交換の場が

より必要です。また、公的機関での子育て講座の充実や地域の方の知識・経験などを活用した仕組

みづくりについても検討していくことが必要です。 

 
＜出された意見＞ 

・地域内で子育てなどについて気軽にできる場、情報交換の場が必要 
・公民館の活用の可能性を探る 
・幼児教育を通じ、母親間でコミュニケーションを深めることが大切。ストレス解消になり、幼児

虐待防止にもつながる 
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《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 
・子育てや家庭教育について学び合うグループやグループ間のネ

ットワークを自発的・主体的に形成する 

行政の役割 

・母親だけでなく、父親も子育てについて考える「親の場づくり」

を企画する   

・学校に市が企画している講座等のプリントを配付し、協力・連

携体制を図る 

・公民館などの社会教育施設における学習の機会、交流の場、情

報の提供を、より充実する 

協働での取り組み 

・教育都市宣言的な大きなスローガンを打ち出す(「家庭はこうあ

るべき」ではなく、「家庭教育の重要性」が伝わる内容とする 
・比較的保護者が多く参加する学校の入学式など、ほぼ全員が参

加する場を活用し、意識啓発する内容の話(講座)をする⇔教員
が行うのではなく、地域の人から家庭教育について話してもら

う 
・地域と学校 PTA や市を結ぶ、地域コーディネーターの組織化
を図る 
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（２）地域教育について 
 

【目標、将来像】 

○子どもたちは地域が育てるという意識を持った地域力、地域コミュニティが形成されている 

○地域に学校、地域に精通し、市とも信頼関係ができている地域コーディネーターが存在する 

○地域のコミュニティの形成、活性化のために地域が企画した地域イベントが継続的に実施されて

いる 

 

【現状と課題について】 

昨今、個人の権利が優先され、公という意識が薄れてきています。個人の自由の優先や社会の一

員であるという当事者意識の乏しさ、時間や労力をかけたくないという考えなどが増えるととも

に、防犯上の観点から個人情報保護の意識が高まる傾向にあり、地域の力、繋がりというものに影

響がでているように思われます。社会的規範と個人の自由のバランスは、非常に難しいものであり

ますが、地域が、生活の基盤にあるということを考え、地域でのコミュニケーションを深め、助け

合う風潮を作りながら、繋がりを強くすることで、地域の力を高め、地域が良くなっていくという

考えを浸透させる必要があります。 

                               

＜出された意見＞ 

●地域教育が目指すもの 

・地域にとってよい子に育てていくための教育システムづくりが必要である 

・一方で、「地域にとってよい子」とは何であろうか。大人の価値観を子どもに押し付けるべきで

はないかもしれない 

・地域の人が顔をしかめることのない子どもに育ってほしい。高校生で茶髪や服装の乱れがなけれ

ば道であっても避けずに済む 

・社会的規範と個人の自由のバランスが難しい 

・自主自立が望ましい。社会的規範のあり方は人により、年齢により異なってくるのではないか 

●地域における子育ての問題について 

・子育てに対し、地域の理解が不足しているのではないか 

・自分の子どもや他人の子どものために時間を割くことを煩わしく感じる風潮があるようだ 

・親たちに当事者意識が乏しく、社会全体で子どもを育てる意識がない。自分の子どものことのみ 

考えている。勝手な行動が多い、個人の権利には責任が伴うことを取り違えている 

・部活ではなく、スポーツクラブを選択する親もいる。スポーツのうまい子が部活に入らない場合

がある 

・子ども会は、親の負担が大きいことから参加者が少ない 

・親にコミュニケーション能力が不足している 

・市民から活動を起こしていくには、地域のリーダーが必要 

●学校教育との役割分担 

・地域教育と学校教育との連携と切り分けを明確にする必要がある 

・部活動が停滞してしまう理由の一つとして教員数(顧問数)と生徒数のバランスの問題がある 

●ＰＴＡについて 

・ＰＴＡは常に参加者集めに苦慮している、役員が１年交代となり、受け継がれてきた運営のノウ

ハウが伝わらなくなっている 

・ＰＴＡが担っていた、親と教員とのコミュニケーションを取る役割が機能しなくなってきている 

・市ＰＴＡ連合会(市Ｐ連)に加入しない（できない）学校ＰＴＡがある。役員が少ないため、市Ｐ

連の活動まで手が回らない 

●地域活動・地域イベント 

・総合公園のニコニコフェスティバルに子どもたちが参加できてとても良かった 

・地域教育の中でも、青少年の健全育成の中でも、ボーイスカウト・ガールスカウト活動は重要な

役割を持っていると思う 

●公園の利用について 

・東野・富士見地区は、子どもが増えているので公園が足りないと思う。近所が一杯で、車で他の
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公園に連れて行くこともある。 

・ボール遊びができないなど、魅力が少ない。 

 

【取り組みの基本的方向】 

 

①地域力を生かした子育て 

《提案内容》 

近年、子どもを狙う事件が多発し、子を持つ親の身としては、悲しみに堪えません。子どもの安

全を守るのは、親の役割であることはもちろんですが、地域の人との連携、地域が子どもを見守る

ことが事件の抑制につながってくるものだと思います。 

地域が一丸となり、子どもを守り、育む機運を高めていく必要があります。 

 

＜出された意見＞ 

・地域の子どもたちは地域が育てることが必要である。昔は隣近所で助け合って子育てをしていた 

・団塊の世代など、まだまだ元気な方々がこれから多く地域に帰ってくる。地域で子どもや親を育

てる仕組みをつくる。生涯学習につながるかもしれない 

・学校教育のフォローしきれない部分を地域力がカバーしていきたい 

・地域活動の中心となるリーダーを育てる仕組みづくりが必要である 

・仕事ばかりの父親たちを巻き込んで「地域人」にするための方策を立てたい 

 

②ＰＴＡなど地域組織の活性化 

《提言内容》 

教員と保護者で組織され、教育効果の向上、子どもの幸福の実現を目的としたＰＴＡは、役員の

成り手の不足や保護者の当事者意識の低下から、活発な活動がつながっていない状況も見受けられ

ます。今後は、学校の枠内での単年度の活動から、地域に長く住む人たちや卒業した親たちとの継

続性のある連携をとるなど、新たな枠組み、仕組みなどを考え、地域組織として、より活性化して

いく必要があります。 

 

＜出された意見＞ 

・ＰＴＡの活動を盛り上げたい 

・私立学校に通う親も参加できる地域の組織をつくる 

・地域外の私学に通う子どもでも、地域に集まる場があれば来る。交流の場の充実を図る 

・学校は単年度の活動である。ＰＴＡだけでなく地域に長く住む地域の人と継続性のある連携を取

る必要がある 

・活動する場(組織)ができた時、内容(ソフト)もきちんと考えることができる仕組みづくりが必要

である 

・卒業した子の親たちや地域の人々が参加できる受け皿が欲しい 

 

 

③地域イベントの活性化 

《提言内容》 

地域の行事に参加することは、住んでいる地域に対する愛着度が高まり、自分が地域の一員であ

るという思いが深まります。特に子どもの頃の行事は深く思い出に残るものです。 

そのような地域イベントを地域自ら継続的に実施し、地域の交流や活性化を図っていく必要があ

ります。 

 

＜出された意見＞ 

・規模の大小に関わらず、子どもたちが地域の行事に参加できるような機会を恒常的に設ける 

・子どもたちがやりがいを感じるイベントを企画する 

・エリアごとに交流と連携をし、活性化を図る 

・ハード面(箱物・例：公民館、青少年館、宿泊施設)とソフト面(内容・事業)の両面で地域との連
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携が必要となる 

 

 

④地域で子育てのための公園整備 

《提言内容》 

公園整備を進めていく中で、子育ての観点からの整備を考えていく必要があるとともに、どの地

域も偏りの無い一定基準の公園整備をめざしていきます。 

 

＜出された意見＞ 

・どの地域にも偏りの無い一定基準の公園施設の提供を目指す 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 
・ＰＴＡや地域の組織に積極的に参加する 

・地域のリーダーを中心として、地域イベントを企画・実施する 

行政の役割 

・10～20年を見据えた地道な活動(小イベント、講座等)を提供す  

 る 

・公民館などの社会教育施設において、地域の団体が地道な活動

を継続できるように、より一層支援をする 

・公園の不足する東野・富士見地区に公園を整備する 

協働での取り組み 

・地域に開かれた学校をめざす。部活動などは地域の人を講師と

して招く 

・学校・地域に精通し、市とも信頼関係がある地域コーディネー

ターの仕組みをつくる 
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（３）青少年の健全育成について 
 

【目標、将来像】 

○青少年が活躍できる場や家庭、学校以外でコミュニケーションが図れる場が地域内にある 

○青少年関係の専門機関と連携がとれ、各組織と信頼関係が築かれている地域コーディネーターが

存在する 

○児童育成クラブや子育て支援については、格差のない「子どもたちの育ち」をめざした人材、組

織力が地域力によって確立されている 

 

【現状と課題について】 

青少年が、心身ともに健やかに育ってくれることは誰もの願いです。しかしながら、核家族化や

地域との繋がりの希薄さ、情報の過多、生活の多様化など、青少年を取り巻く社会環境が、青少年

の生活や行動に大きな影響を与えています。 

多くの青少年は、勉強やスポーツ、文化活動などを通じ、豊かな人間性や個性を作り上げている

ものの、一方では、非行や不登校，ひきこもり，就労の不安定化など様々な問題が深刻化していま

す。 

次代を担う青少年の健全育成に向けた、地域環境の整備を図っていくことが重要であり、青少年

自らも積極的に活動していくことができる環境を整えることも必要です。 
 

＜出された意見＞ 

●青少年にかかる地域活動について 

・地域教育の中でも、青少年の健全育成の中でも、ボーイスカウト・ガールスカウト活動は重要な

役割を持っていると思う 

・青少年館は、設立当初、中学生や高校生を対象としていたが、現在は小学生の利用が多くなって

いる。(約50％)→エリアの問題もあるのかもしれない。遠い学生は猫実までいけない 

・青少年育成ボランティアをしているが、参加者が減少傾向である 

・防犯イベント(V5)では高校の生徒が生き生きとしていた。あるテーマを与えれば、若者は真剣に

取り組む 

●繁華街についてなど 

・浦安駅周辺などにいかがわしい商売がある。子どもがパチンコやスロットに行くとなると親とし

て考えてしまう。(立地に)規制が必要ではないか 

・まちのビデオ店が盲点だ。18歳未満禁止のコーナーと子ども用コーナーとが背中合わせになって

いる。インターネットでも情報が入りやすくなっているようだ 

・子どもを巻き込んだ繁華街が増加している。昔はそのような業者でも社会的モラルが備わってい

た 

●青少年の実態について 

・中学校の生徒が3人、路上で喧嘩、周りは見て見ぬふり。地域として見ていることを伝えた方が

良い 

・青少年は思春期でもあり、周りとコミュニケーションがうまく取れないケースも出てくる 

・中学生になると、学習面で差が出る割合が高くなる。これには地域格差がある。基本的な学力が

身についていることは青少年対策を議論する前提となる(⇒「教育内容・学力向上の」参照) 

●ニート問題 

・浦安市においてもニート問題が深刻化しているのではないか 

・ニートが増えてきていることは普段の生活の中でも感じられる 

・ニートは定義があいまいなためもあり、実態がつかめていないため、対策は難しいのではないか 

・ニートの人々をどうやって学習の場に参加させるかが課題である 

・景気が良くないから、という単純な問題ではない。本人にとっても親にとっても深刻な問題だと

思う 

・ニート対策の施設を造れば解決するという問題ではない 

・青少年館、青少年センターがニートの相談窓口のような役割をしているが、市民にはあまり知ら

れていないこともあり、現状では不十分ではないか 
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【取り組みの基本的方向】 

 

①地域でのコミュニケーションの場の設定 

《提言内容》 

地域の環境は、青少年の育成にとって、大切な場となります。地域が協力し合い、地域環境の浄

化を図る必要があります。また、地域でのコミュニケーションが図りやすいような状況を整え、地

域の人が青少年に声かけできるような、良好な関係を保つことが望まれます。そのために、青少年

と地域の人がふれあうことができる、自主的な活動を支援していく必要があります。 

 

＜出された意見＞ 

・青少年には、親･友達の枠を離れ、地域でのコミュニケーションを図れるような場の設定が必要

である 

・地域の取り組みが大切だと思う。青少年たちがたむろしているようなら地元の人が声かけするこ

とが必要ではないか。行政に何とかさせようとしているうちに子どもは育ってしまう 

・テーマと場の提供が必要である。自分たちで企画が自然とできるような状況をつくる 

・本来の目的に沿った青少年館の充実を図る 

・繁華街の青少年の健全育成に反する店舗に関しては、モラルを持った経営をするよう、働きかけ

る 
 
 
②再チャレンジしたい若者への対応 

《提言内容》 

近年、引きこもりやニートの増加が社会の大きな問題となっています。過去の就職氷河期の影響

が大きいこともありますが、若者の生きる力や人と関わろうとする意思が弱まり、現実と積極的に

関わろうとしない意識の増加も一つの原因と見られます。 

個人の資質の問題であるとの意見もありますが、無関心でいることなく、地域社会で何ができる

かを考えていく必要があるとともに、学校でも、低学年の時からのキャリア教育や、多くの人と関

わる多様な体験活動や地域活動を経験させ、人間性をより豊かにする教育の工夫が求められます。 

 

＜出された意見＞ 

・若者の再チャレンジを支援する 

・荒んだ心を矯正･更生することも必要ではないか 

・30歳くらいまで定職につかずにいると社会復帰は難しい。社会復帰のきっかけとなるキャリア教

育を行う必要がある 

・ニート問題は地域社会が助けられるのではないか 

・放ったらかしにせず地域社会が「見ている」環境を整えることが必要である 

・浦安駅近くの市民活動センターは、登録すれば誰でも活用できるが、利用がなかなか広まってい

ない。施設の活用のあり方を検討したい 

・中学生以上のドロップアウトを防ぐためには、学習面での手立てが必要である。（⇒「教育内容･

学力向上」参照） 
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③児童育成クラブ 

《提言内容》 

共働き家庭や母子・父子家庭の小学生の子どもたちの毎日の放課後（学校休業日は一日）の生活

を守る施設として児童育成クラブがあります。近年、長時間働く親による開設時間の延長の意見も

ありますが、単純に時間の延長を図るのではなく、既存施設の活用や地域でのフォローなど包括的

な子育て支援の体制から考えていく必要があります。 

本市は全小学校区に児童育成クラブがあり、比較的手厚い対応がされていることから、児童育成

クラブの本来の趣旨に外れることのない運用が望まれます。 

 

＜出された意見＞ 

●現在の児童育成クラブについて 

・かなり手厚く対応していると思う。現在の開設時間を超えて児童を預けたいのであれば、また別

のところで親の費用負担でやればよいのではないか。全てのことを市が面倒を見るというのは、

贅沢な話だと思う 

・児童育成クラブについては、「子育て支援」のためのものであるのだが、今は、「親の就労支援の

ため・・・」と感じてしまうこともある 

・親が子どもを育てないから国が育てるのか、また、あるべき姿としての基本はあるだろうという

意見と両方を考えなくてはならないが、やはり｢あるべき姿｣を提案したい 

 

●現在の児童育成クラブの運営方法について 

・「ニーズに合わせて場を提供すれば解決する」ということではなく、その内容や人材など、付加

価値をきちんと考える必要がある 

・各クラブ（エリア）によって、内容や運営方法が異なる。また、親の都合や経済状況もさまざま

である。しかし、それにより「子どもたちの育ち」に差があってはいけない。そのためにはどう

すればよいのかを考えるべき 

・積極的に参加してこない保護者層をどのように取り入れるか、また運営委員会をどうするべきか

を考える 

・運営委員会と別に保護者会があるが、バーベキューなど行事を積極的に実施しているクラブもあ

り、運営委員会、保護者会の内容も地域によって差がある。働いている親なのだから、あまり運

営に関われないということもあるが、その差を地域でカバーできるような仕組みをつくることは

できないか 

・「ニーズに合わせて場を提供すれば解決する」ということではなく、その内容や人材など、付加

価値をきちんと考える必要がある 

・各クラブのレベル（内容）を少しでもあわせることが求められる 

・運営委員会のレベルをあわせるのは難しいかもしれないが、運営委員会そのもののあり方を考え

るのはどうか。そこで地域コーディネーターの役割が重要になってくるのではないか 

 

《具体的取り組みの提案》 

市民の役割 

・地域の青少年と大人の間に信頼関係を維持する。その基礎は地

域の青少年と大人が知り合うことにあるので、まずは日常のあ

いさつを交わす関係づくりを築く 

・地域コーディネーターを中心として異世代交流をする場の提供

をする。 

・児童育成クラブの運営方法については、保護者が積極的に関わ

る 

行政の役割 

・青少年を犯罪から守り、また青少年犯罪を防止するために、地

域の安全を点検し、改善を図る 

・地域の行事などを積極的に支援する 

・児童育成クラブに資格制度導入による一定水準の指導員の配置

をする 

協働での取り組み 
・公民館、青少年館などの社会教育施設を中心に、青少年たちが

関わることができる行事・イベントを実施する 
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・地域パトロールを実施する 

・通学路などの安全マップを作成、配布する 

・職場体験の実施、受け入れをする 

・いちょう110番協力者事業の実施・協力をする 

・地域コーディネーターを中心とし、地域差のない児童育成クラ

ブの運営の仕組みを構築する 
 
 
 

 


